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１. 中国圏広域地⽅計画の概要

1

基幹交通の整備によるネットワーク強化

都市間の多様な連携の推進

拠点都市整備とコンパクトシティの推進
及び中小都市の振興

1-3
③

東アジアを始めとする国際交流の推進
1-4
④

ものづくり産業のイノベーション等による
競争力強化

2-1
⑤

基幹産業の競争力強化に直結する
国際物流機能の強化

2-2
⑥

多様な連携によるインバウンド・広域観光
の推進

2-3
⑦

地域資源を活かした産業の育成等による
新たな雇用創出

3-1
⑧

農林水産業の成長産業化と
美しく活力ある農山漁村の創出

3-2
⑨

空き家活用等多様な転入支援策
3-3
⑩

「小さな拠点」の形成等による
持続可能な生活サービスの確保

3-4
⑪

他圏域のバックアップも含めた
災害対策の推進

4-1
⑫

インフラ老朽化対策の推進
4-2
⑬

安全で安心な住宅・社会資本の整備
4-3
⑭

低炭素・循環型の地域づくり
5-1
⑮

瀬戸内海等の豊かな自然環境の保全・再生
5-2
⑯

美しい景観の保全整備
5-3
⑰

中国圏の人材育成
6-1
⑱

若者・女性活躍社会、高齢者参画社会、
障がい者参加社会の実現

6-2
⑲

重層的な

ネットワーク形成と
都市拠点の整備による
対流促進型圏域づくり

ものづくり産業の
競争力強化、

観光振興等経済の
活性化

中山間地域・島しょ部
における人口減対策等

地域振興の推進

土砂災害・水害対策や
インフラ長寿命化等

による強靭な圏域整備
と安全・安心の推進

環境と産業・生活が
調和した地域づくり

将来の発展を担う
人材育成

1

2

3

4

5

6

交通ネットワークを強化、
生活サービス機能維持、
コンパクトな街づくり、
連携中枢都市圏、定住自立圏等の実現、
文化・経済・観光交流、
国際平和･医療支援、国際交流促進、
コンパクト＋ネットワークの構築

など

グローバル産業の国際競争力と国際物流
機能の強化、産業の生産性向上、
クラスター形成や産学官連携による
イノベーション、観光地の魅力向上と
広域的な観光周遊ルートを形成 など

新たな産業創出や交流産業等による
雇用創出、高付加価値化、地産地消、
６次産業化、小さな拠点を実現、
活き活きとした中山間地域を実現、
移住・定住促進、
里山・里海、豊かなライフスタイル

など

風水害対策、自助・共助による
地域防災力、大震災時にも復興を促進
大都市圏や近隣圏域のバックアップ、
社会資本の長寿命化、
ライフサイクルコストの低減 など

【環境と産業・生活の調和】
低炭素や循環型の地域づくり、
豊かな自然環境の保全、再生、
美しい景観の保全整備

【人材育成】
地元大学と連携した産業振興や
地域づくりの担い手育成
若者・女性活躍社会、高齢者や障がい
者参画社会の実現

など

第１節
国内外の多様な交流と
連携により
発展する中国圏

第２節
産業集積や地域資源を
活かし持続的に
成長する中国圏

第３節
豊かな暮らしで
人を惹きつける
中山間地域や島しょ部を
創造する中国圏

第４節
新たなステージにも
対応する
安全・安心な中国圏

第５節
将来像において
横断的に持つべき視点

中国圏の将来像 基本戦略 プロジェクト

1-1
①

1-2
②

 中国圏の将来像を実現するため、６つの基本戦略毎にとりまとめた１９のプロジェクトについて、各種施策の展開・具体化、進捗状況の検証等を行い、
計画の推進に向けた課題抽出やその対応等について検討、実施していくこととしている。



１. 中国圏広域地⽅計画の概要
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中間評価の⽬的

平成28年度から概ね10年間の計画とされる中国圏広域地⽅計画は、令和２年度が
策定から５年⽬の中間年に当たり、毎年の広域プロジェクトからみた進捗状況評価
と合わせて、計画の「将来像」や「６つの基本戦略」に対する達成状況を評価・検
証する必要がある。
これらの評価・検証に際しては、平成28年度の計画策定以降の社会情勢の変化や、

新たなニーズ等を踏まえ、計画の進展状況について評価・検証を⾏ったうえで、今
後の中国圏広域地⽅計画後半期間における課題の抽出及び課題解決に向けた取組の
⽅向性を検討するものである。

作業体制

■国の地方支分部局
警察庁 中国四国管区警察局長

総務省 中国総合通信局長

財務省 中国財務局長

厚生労働省 中国四国厚生局長

農林水産省 中国四国農政局長

林野庁 近畿中国森林管理局長

経済産業省 中国経済産業局長

九州経済産業局長

国土交通省 近畿地方整備局長

中国地方整備局長

九州地方整備局長

中国運輸局長

九州運輸局長

海上保安庁 第六管区海上保安本部長

第七管区海上保安本部長

第八管区海上保安本部長

気象庁 大阪管区気象台長

環境省 近畿地方環境事務所長

中国四国地方環境事務所長

■地方公共団体

鳥取県知事 鳥取県市長会 鳥取県町村会

島根県知事 島根県市長会 島根県町村会

岡山県知事 岡山県市長会 岡山県町村会

広島県知事 広島県市長会 広島県町村会

山口県知事 山口県市長会 山口県町村会

広島市長

岡山市長

北九州市長

■関係団体

中国経済連合会会長

中国地方商工会議所連合会会頭

作業スケジュール

中国圏広域地⽅計画の中間評価の作業スケジュールは以下のとおりとなる。
・令和３年 ６⽉：中国圏広域地⽅計画中間評価実施⽅針の作成
・ ９⽉：中国圏広域地⽅計画中間評価とりまとめ（素案）の作成
・ 11⽉：有識者による評価の実施
・ 12⽉：中国圏広域地⽅計画協議会（幹事会）の開催
・令和４年 2⽉：中国圏広域地⽅計画中間評価とりまとめの作成・公表



●プロジェクトの評価基準
・プロジェクトの評価にあたっては、モニタリング指標において、計画策定時の平成28年値と最新値を⽐較するとともに取組施策の状況を踏まえ、下表のように評価する。

●基本戦略の評価基準
・６つの基本戦略の評価は、それぞれのプロジェクトに付随するモニタリング指標の進捗状況の評価結果に基づき評価する。

●将来像の評価基準
・５つの将来像に対する進捗状況の評価は、それぞれの将来像に付随する基本戦略の評価結果に基づき評価する。

・プロジェクト、基本戦略、将来像の評価は、プロジェクトごとに設定しているモニタリング指標、および施策の取組状況に基づき評価を⾏う。

モニタリング指標が増加傾向にあり、且つ施策の取組がみられる 進展しているとみられる

モニタリング指標は減少しているが、施策の取組がみられる 概ね進展しているとみられる

モニタリング指標は減少しており、且つ施策の取組がみられない 進展が思わしくない

全てのプロジェクトが「進展しているとみられる」 基本戦略は進展しているとみられる

半数以上のプロジェクトが「進展しているとみられる」 基本戦略は概ね進展しているとみられる

「進展しているとみられる」または「概ね進展しているとみられる」と評価されたプロジェクトが半数未満 基本戦略は進展が思わしくない

全ての基本戦略が「進展しているとみられる」 将来像の実現に向けて進展しているとみられる

半数以上の基本戦略が「進展しているとみられる」 将来像の実現に向けて概ね進展しているとみられる

「進展しているとみられる」または「概ね進展しているとみられる」と評価された基本戦略が半数未満 将来像の実現に向けて進展が思わしくない

２. 主な取組状況
・プロジェクト、基本戦略、将来像の評価⽅法
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２. 主な取組状況

■基幹交通の整備によるネットワーク強化
・⽇本海側のミッシングリンクの解消を図る⾼規格幹線道路等の整備を推進
・⼭陰等におけるフリーゲージトレイン導⼊に係る地⽅公共団体による調査・検討の実施、
その他の幹線鉄道の⾼速化に関する調査・検討の推進

・安定した住⺠⽣活や圏域間交通の利便性確保のための国内航路の維持・拡充
及び港湾機能及びアクセスの強化 等

■都市間の多様な連携の推進
・連携中枢都市圏を形成し、産業活性化と⾼次都市機能の集積･強化を推進
・定住⾃⽴圏等の都市連携や圏域間の連携を強化
・多様な都市間連携を⽀える道路ネットワーク整備、公共交通ネットワーク機能の強化 等

■拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中⼩都市の振興
・都市機能の⾼度利⽤を可能とする市街地再開発等の推進
・交通結節点の機能強化、都市⾼速道路や環状道路の整備等による交通ネットワークを強化
・⽴地適正化計画等に基づくネットワーク型のコンパクトシティの形成
・中⼩都市における中⼼市街地活性化等による拠点機能の維持・強化 等
■東アジアを始めとする国際交流の推進
・⽇本海地域における定期貨客航路を活かした北東アジア地域との交流推進
・国際フェリー航路を有する下関港・境港における国際航路の維持･拡充や港湾機能を強化
・クルーズ船寄港が増加する境港、広島港等における貨客船ターミナルの整備等国際交通機
能を強化 等

モニタリング指標の状況

基本戦略１ 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり
戦略の考え⽅
■近接圏域やアジアをはじめとする世界との交流や圏域内の交流が重層的に⾏われるための多様なモードによる基幹交通のネットワーク強化
■⾼次な都市機能の維持・向上や産業活性化のための、「連携中枢都市圏」や「定住⾃⽴圏」等の多様な連携強化
■圏域の推進⼒強化のための中枢都市等の整備と、持続的な⽣活サービス機能確保のための「コンパクト＋ネットワーク」の推進
■東アジア等世界との交流・連携を促進するため、中国圏の特⾊を活かした国際交流の推進と国際交流機能の維持・強化
プロジェクト

※図中の都市は、昼夜率が1.0以上ある都市

都市・産業・
地域資源等
をつなぐ

基幹交通の
ネットワーク強化

新たな回廊を築く

拠点都市整備による中
枢都市機能の強化

出典）中国地方整備局（R3.3.31時点）

〔モニタリング指標〕 ：高規格幹線道路整備状況

基本戦略１の評価
【概ね進展しているとみられる。】

・各種取組については広く行われている。

・モニタリング指標についても、良い傾向を示している。

定住自立圏等の都市連携

各都市においてコンパクトシティの推進や
都市間連携により都市機能を強化

都市間連携による
⾼次都市機能の強化

〔モニタリング指標〕：連携中枢都市圏形成数

注）連携中枢都市圏に構成される市町村を有していれば連携中枢都市圏形成数としてカウントしている。
出典）総務省HP「連携中枢都市圏※2構想」から集計（R3.4.1時点）

〔モニタリング指標〕：立地適正化計画策定都市数

出典）国土交通省HP「各都市における立地適正化計画作成の主な取組」から集計
（R3.5.10時点 都市機能誘導区域のみ策定市町村は計上していない）

〔モニタリング指標〕：アジア国際線の就航便数/週

四捨五入により合計値が一致しない場合がある
出典）国土交通省HP「国際線就航状況」から集計

東アジアなどとの
国際交流の推進

基 幹 交 通 の 整 備 に よ る ネ ッ ト ワ ー ク 強 化 都 市 間 の 多 様 な 連 携 の 推 進

東 ア ジ ア を 始 め と す る 国 際 交 流 の 推 進拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中⼩都市の振興

1-1 基幹交通の整備によるネットワーク強化

1-2 都市間の多様な連携の推進

1-3 拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中⼩都市の振興

1-4 東アジアを始めとする国際交流の推進

進展

進展

進展

概ね進展
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●⾼規格幹線道路の整備状況
・中国圏の⾼規格幹線道路は、⿃取県では令和元年度に⿃取⻄道路、島根県では平成28年度に浜⽥・三隅道路、
平成29年度に朝⼭・⼤⽥道路、平成30年度に多伎・朝⼭道路、⼭⼝県では令和元年度に⻑⾨・俵⼭道路が供
⽤するなど、順次整備が進んでいる。

●⾼規格幹線道路供⽤状況

出典）中国地⽅整備局（R3.3.31時点）

●未供⽤区間 暫定２⾞線区間
・中国圏においては、これまでも⾼規格幹線道路及び地域⾼規格道路の整備を進めてきたが、⼭陰側では⼭陰
⾃動⾞道をはじめ、多くのミッシングリンクが残るとともに、暫定２⾞線区間も残っている。

●未供⽤区間 暫定２⾞線区間

出典）中国地⽅整備局（R3.3.31時点）

●鉄道路線
・中国圏の基幹交通となる鉄道路線は、ＪＲにより運⾏されている。区間別平均通過⼈員は、⼭陽側
では１万⼈/⽇を超える区間があるが、⼭陰側ではほとんどが５千⼈/⽇未満となっている。

●ＪＲ⻄⽇本路線の区間別平均通過⼈員（令和２年度）

● ⾼速バス路線
・中国圏の⾼速バス路線は、広島市を中⼼に各県の県庁所在市を始め、特に⼭陰側の各都市と連絡している。
なお、令和２年以降、コロナ禍の影響により⼀部の路線では運休・減便が⽣じている。

●都市間⾼速バス路線網図（中国管内のみ）

基幹交通の整備によるネットワーク強化

・中国圏の⾼規格幹線道路は、整備が進み、順次開通しているが、未供⽤区間や暫定２⾞線区間も残っている。
・⼈⼝減少が進展している中で、中枢都市圏を形成し、都市間の連携を⾼め⼀体となった取組が進められてい
る。

・⽴地適正化計画策定市町村数は順調に増加し、まちづくりに積極的に取り組んでいることが伺える。
・東アジアとの交流では、新型コロナウイルス感染症拡⼤前では、国際コンベンションの開催やクルーズ船の
寄港などにより推進されている。

基本戦略１ 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり

出典）高速バス時刻表 2020年～2021年冬号

H28から変化なし

H28から減便した路線

H28から廃止された路線

H28から新設・増便した路線
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出典）データで見るJR西日本2021

凡例

既供用（高規格幹線道路）

既供用（地域高規格道路）

未供用

ミッシングリンク

暫定２車線



●連携中枢都市圏形成数
・中国圏では、平成29年に呉市、平成30年に⿃取市が連携中枢都市圏を宣⾔、連携中枢都市圏形成数は、令和
２年までに８都市圏まで増加している。

●連携中枢都市圏 位置図

出典）総務省HP「連携中枢都市圏構想」（R3.4.1時点）

●⽴地適正化計画策定市町村
・島根県、岡⼭県、広島県、⼭⼝県の各県で、年々⽴地適正化計画を策定する市町が増加している。

●⽴地適正化計画策定市町村位置図

「立地適正化計画」：持続可能な都市構造への再構築を目指し、人口減少社会に対応したコンパクトシティを実現するためのマスタープランであり、市町村が必要に応じて策
定する計画
出典）国⼟交通省HP「各都市における⽴地適正化計画作成の主な取組」（R3.5.10時点）

●国際コンベンション開催件数
・中国圏の国際コンベンション開催件数は、令和元年は152件で、平成29年まで増加傾向にあったが、それ以降、
減少に転じている。

●国際コンベンション開催件数の推移

他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）⽇本政府観光局（JNTO) 国際会議統計

●⽇本海側の東アジア定期航路の状況
・中国圏の⽇本海側では、境港、浜⽥港、下関港から韓国や中国を結ぶ定期航路が運航されている。

●⽇本海側の東アジア定期航路の状況

出典）境港貿易振興会HP浜⽥港振興会HP下関市港湾局HP

拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中⼩都市の振興

東アジアを始めとする国際交流の推進

※平成21年６⽉ 境港、東海、ウラジオストクを
結ぶ国際定期貨客船｛DBSクルーズフェリー｝
が就航
令和２年４⽉ 同航路が廃⽌

都市間の多様な連携の推進

広島広域都市圏

備後圏域

岡山連携中枢都市圏

広島中央地域連携中枢都市圏

山口県央連携都市圏域

下関市連携中枢都市圏

鳥取連携中枢都市圏

「連携中枢都市圏」：地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、コンパクト化とネットワーク化により一定の圏

域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成する都市圏。昼夜間人口比率概ね１以上の指定都市・中核都市と、社会、経済的に一体を有する

近隣市町村とで形成する都市圏

注）連携中枢都市圏に構成される市町村を有していれば連携中枢都市圏形成数として計上

高梁川流域連携中枢都市圏

6

国際コンベンション開催件数（中国圏）
伸び率（中国圏）
伸び率（他地方圏平均）

R2.４月廃止



鳥取西道路

浜田・三隅道路

朝山・大田道路
多伎・朝山道路

長門・俵山道路

基幹交通の整備によるネットワーク強化

山陽側の交流の強みを活かすとともに山陰の地域資源の魅力を発揮することで、圏域内外の対流を促進し、持続的に発展するための基盤となる山陰自動車道道のミッシングリンク解
消など、基幹交通の整備によるネットワークを強化。

〈山陰自動車道道の整備〉

鳥取・島根・山口３県の主要都市を東西に結び、移動時間の短縮や、空港・港湾へのアクセスの強
化を図ることにより、各地域間の交流・連携の強化及び推進、山陰地方の産業・経済の発展や観光
振興を目的として整備を推進中。

(資料)国土交通省中国地方整備局

〈美作岡山道路の整備〉

美作岡山道路は、中国縦貫自動車道、山陽自動車道、中国横断自動車道岡山米子線と一体となっ
て広域交通網を形成する地域高規格道路であり、美作圏域と岡山圏域の交流促進や沿線地域の活
性化を図るため、自動車専用道路として岡山県と岡山市で整備を推進中。

▲美作岡山道路の事業進捗状況 (資料)岡山県

〈沼田PAスマートインターチェンジ〉

高速道路ネットワークを活用し、観光やビジネスなど
多様な目的を持った人々を、広域から「ひろしま西風
新都」に誘引する力を高めるとともに、高速道路への
アクセス時間の短縮による地域住民の利便性の向上や
地域経済の活性化等を図るため、山陽自動車道の沼田
パーキングエリアにおいて、西日本高速道路株式会社
と広島市が共同でスマートインターチェンジを整備
（平成30年３月）。

▲高速道路の利用促進に寄与する整備効果 (資料) 広島市

▲沼田PAスマートインターチェンジ

〈広島呉道路（クレアライン）の暫定２車線区間の４車線化〉

▲鳥取西道路の整備効果

米子市役所から鳥取市役所への所要時間

周辺道路の交通事故件数

(資料)NEXCO西日本・呉市

広島呉道路（クレアライン）は、平成
30年７月豪雨により、大規模な盛土崩
落が発生し、広島呉道路、国道31号、
JR呉線が同時に被災したことから、長
期間にわたり道路ネットワークが寸断
され住民生活や地元産業に多大な影響
を及ぼすことになった。このような背
景から、防災・減災、国土強靭化のた
めの緊急対策として、平成31年３月に
広島呉道路の４車線化を事業化。

▲４車線化事業の概要▲期待される整備効果
（災害発生時における代替機能の強化）

▲山陰自動車道道の事業進捗状況

基本戦略１ 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり

美作市

⾚磐市

美咲町

勝央町

和気町

岡⼭市

勝央JCT

勝央IC

湯郷温泉IC

英⽥IC

柵原IC

吉井IC

佐伯IC

熊⼭IC
瀬⼾IC

瀬⼾JCT

H28.3開通
L=1.1km
H24.3開通
L=5.6km

⼯事中
L=約2.5km

事業中
L=約11.5km

H18.2開通
L=4.3km

H31.3開通
L=6.8km

H31.3開通
L=3.7km
⼯事中
L=約0.5km

地
域
⾼
規
格
道
路
美
作
岡
⼭
道
路L=約

36km

《整備効果》
・中国縦貫自動車道や山陽自動車道へのアクセ

スが向上し、物流の効率化による沿線への新
たな企業立地や観光振興を支援。

・美作圏域や岡山圏域への通勤や通学をはじめ
とする生活圏域の拡大や交流人口の増加によ
る地域活性化に寄与。

・既存の高速道路と一体となった県内の環状高
速道路網の形成により、大規模災害時のネッ
トワークの代替性を確保し、円滑な救援活動
や物資輸送に寄与 等
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都市間の多様な連携
三大都市への人口流出を防止するダムの役割を担うため、通勤や経済活動等の上で一
定のまとまりのある圏域について、産業、教育、医療・福祉等に関する都市機能の共
有・高度利用等を推進するとともに、多様な連携を推進。

(資料)広島市HP

〈境港を介した圏域全体の活性化〉

国際フェリーの就航や大型クルーズ船の寄港増加などを背景として、国内外からの人・モノの流れ
が活発化しており、より一層の交流拡大と地域経済の発展が期待される中、外港竹内南地区の旅客
ターミナルの整備、国内RORO船の定期便化に向けた取組を推進中。

(資料) ) 広島国際空港株式会社HP

東アジアを始めとする多様な国際交流の推進
成長著しい東アジアの活力を取り込むとともに、世界の中での中国圏の役割を高めて
いくために、多様な国際交流等を推進するとともに、空港・港湾機能強化やネット
ワークの強化等の国際交通機能を充実・強化。

(資料) 境港管理組合HP・鳥取県

〈広島空港拠点性強化事業〉

航空ネットワークの拡充や航空機利用の利便性向上を図り、中四国地方の拠点空港としての競
争力・拠点性を高めるため、航空会社等に対し、路線拡充に向けた取組を実施した（平成29年
度 シンガポール線就航、令和元年度 バンコク線就航）。国土交通省では、広島国際空港株式
会社に対して、国が土地等の所有権を留保しつつ民間に運営権を設定する「公共施設等運営権
実施契約」を締結し、広島空港の運営を民間委託した（令和３年７月）。

▲境夢みなとターミナル（令和２年４月オープン）
寄港第一船となる飛鳥Ⅱ（クルーズ船）の寄港記念イベントの開催

▲広島空港特定運営事業等マスタープラン（令和２年７月策
定）

境港利用促進助成事業
【取組内容】

境港発着の国際定期航路を利用した荷主企業に対し
て助成を行う。
・境港新規利用荷主への助成
・境港利用拡大（貨物増加）荷主への助成
・境港小口混載貨物輸送サービス利用荷主への助成
・環日本海圏航路利用による貨物輸送荷主への助成

【成果・効果】
当該助成制度は境港利用増加へ一定の効果を発揮し
ており、境港のコンテナ貨物取扱量(実入り）は、平
成29年に過去最高（26,497TEU）を記録。令和２年
は、コロナ禍の影響があり、21,934TEUであった。

〈広島広域都市圏発展ビジョンの策定〉

人口減少・少子高齢化に伴う経済活動の停滞や市民生活への悪影響に歯止めを掛け、圏域全体を
自律的かつ継続的に発展していくため「200万人広島都市圏構想」の実現に向けて様々な施策を展
開した。また、「広島広域都市圏発展ビジョン」の計画期間が令和２年度で満了したことから、
令和３年３月に「第２期広島広域都市圏発展ビジョン」を策定した。

▲広島広域都市圏

24時間365日体制で電話による
救急医療相談を受け付ける救急
相談センター広島広域都市圏の
運営

▲体験型観光プログラムの利用促進

〈中海・宍道湖・大山圏市長会による取組〉

中海・宍道湖・大山圏域市長会（米子市・境港市・松江市・出雲市・安来市・大山圏域７町村）
では、圏域が一体的に発展していくための共通の指針として、中海・宍道湖・大山圏域振興ビ
ジョンを策定し、都市間の多様な連携に向けた取組を推進中。令和２年３月には、人口減少と地
域経済縮小の克服を図るとともに、まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立を成し遂げるため、
第２期地方版総合戦略を策定。

(資料)中海・宍道湖・大山圏域市長会HP

▲第２期 中海・宍道湖・大山圏域市長会 地方版総合戦略

基本戦略１ 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり

《主な取組》
・インドとの経済交流事業（インターンシップ

圏域受入企業によるオンライン企業説明及
び個別面談の実施：10社）

・経済交流事業（ビジネスマッチングオンライ
ン商談会：商談件数318件。台湾での圏域
特産品の販売）

・圏域内企業情報データベースの充実、圏域内
企業のビジネスマッチング

・山陰いいものマルシェプロジェクト（計24
事業者が参加）

・圏域インバウンドプロモーション 等

29 27 
32 32 

36 35 

4 
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10

20

30

40

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

万人

▲国際空港乗降客数（広島空港）

(資料) 空港管理状況調書（国土交通省）
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拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中⼩都市の振興
圏域の推進力を強化するため、拠点都市における市街地再開発や都市交通の機能向上等による高次都市機能の強化を推進。

〈スマートシティプロジェクトの実施：岡山県倉敷市〉

スマートシティ重点事業化促進プロジェ
クトに選定された岡山県倉敷市では、駐
車場や交通のリアルタイムデータを収集、
AIで分析するとともに、公共交通と連携
することで、状況に応じた案内を行うと
ともに、まちなか歩きを誘導する「ス
マート・パークアンドライド」の実現に
取り組んでいる。

〈広島駅南口広場の再整備等〉

広島駅南口広場の再整備等においては、ＪＲ西日本が実施している現広場の自社所有部分上空の
立体利用を前提とした駅ビルの建替え（令和７年春開業予定）と連携し、路面電車を新駅ビルの
２階レベルへ高架で進入させることで生まれる空間や新駅ビル１階などを活用して、広場を約１.
４倍に拡張することにより、駅周辺に点在するバスの乗降場を集約するなどの再整備を推進中。

▲路面電車のルート図

(資料)国土交通省HP

(資料) 広島市HP

〈まちづくりと連携した神門通りの整備〉

出雲大社の門前にふさわしい風格とにぎわいのある通り
への再生のため、県・出雲市・地元が一体となった取組
を推進中。沿道では空き店舗が目立っていたが、店舗の
新規出店が進み、店舗数が飛躍的に増加し賑わいが形成
されてきている。

▲神門通りの沿道店舗数

(資料)島根県

〈呉駅交通ターミナル整備事業〉

国土交通省と呉市は、呉駅周辺の交
通結節機能を強化する新たな交通
ターミナルの計画の具体化に向けて、
令和２年９月に「国道31号等呉駅交
通ターミナル整備事業計画検討会」
を設置し、賑わいのネットワークの
起点やまちなか居住の拠点となる呉
駅交通ターミナルの事業計画を策定。
今後、官民連携により、道・港・
駅・まちが一体となる次世代型総合
交通拠点の実現に向けた取組を推進
する。

▲呉市交通ターミナル将来イメージ図

(資料) 呉市HP

▲広島駅南口広場将来イメージ図

基本戦略１ 重層的なネットワーク形成と拠点都市の整備による対流促進型圏域づくり

▲倉敷市中心市街地活性化協議会/倉敷駅周辺地区スマー
トシティ検討ワーキンググループの取組

▲神門通り
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モニタリング指標の状況主として域外需要 主として域内需要

主
と
し
て
も
の
づ
く
り

主
と
し
て
サ
ー
ビ
ス

コンビナート
先進環境対応車・電子部品・デバイス
航空機産業 等

コンビナート
先進環境対応車・電子部品・デバイス
航空機産業 等

クラスター形成、産学官連携や
ICT活用による高付加価値化、
生産性向上等による活性化

■ものづくり産業のイノベーション等による競争⼒強化
・先進環境対応⾞の技術開発等による⾃動⾞関連産業の国際競争⼒を強化
・瀬⼾内海沿岸に集積するコンビナート企業間の連携促進等により国際競争⼒を強化
・⾼付加価値型の電⼦部品･デバイスの開発⽣産拠点の形成
・航空機部品加⼯等の研究開発・事業化の促進等による航空機産業拠点を構築
・瀬⼾内海沿岸に集積するコンビナートの副⽣⽔素の利活⽤による産業振興 等
■基幹産業の競争⼒強化に直結する国際物流機能の強化
・国際バルク戦略港湾を整備し効率的な海上輸送網を形成
・下関港、境港の国際物流ターミナル整備や⽇本海側の港湾物流機能の強化
・国際コンテナ航路、国際フィーダー航路、国際フェリー・RORO船等の国際物流
ネットワークの充実 等

■多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進
・世界遺産や世界ジオパーク等を活かした国際レベルの観光地の形成
・スポーツツーリズム、産業観光、インフラツーリズム等の推進
・「せとうち・海の道」広域観光周遊ルートや⼭陰における広域観光ルートの形成
・明治⽇本の産業⾰命遺産等の世界遺産、中国やまなみ街道等を活⽤した多様な観光周遊
ルートの形成
・官⺠の関係者が⼀体となった外国⼈旅⾏者の誘引に向けたクルーズ客船の誘致と受⼊環境
の改善
・ＤＩＳＣＯＶＥＲＷＥＳＴ連携協議会の取組など中国圏⼀体の情報発信・プロモー
ション等の推進 等

基本戦略２ ものづくり産業の競争⼒強化、観光振興等経済の活性化

戦略の考え⽅
■グローバル産業の⾼付加価値化・効率化による国際競争⼒の強化とローカル産業の新規創業、クラスター形成等による産業競争⼒の強化
■世界⽔準の国際物流機能の確⽴を⽬指した産業港湾の機能強化とシームレスで競争⼒ある貨物輸送サービス提供の推進
■中国圏の⾃然や歴史・⽂化資源を活かした多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

プロジェクト

技術開発、販路開拓等によ
る国際競争力強化

医療関連産業
エネルギー関連産業
副生水素活用 等

医療関連産業
エネルギー関連産業
副生水素活用 等

瀬戸内海・世界遺産
などの拠点観光資源
瀬戸内海・世界遺産
などの拠点観光資源

広域観光周遊ルートの形成やプロ
モーション等による積極的な誘客

産業支援サービス
生活関連サービス 等
産業支援サービス
生活関連サービス 等

各地の歴史・文化・自然資源各地の歴史・文化・自然資源

体験型観光地、
多様なツーリズムの創出

基本戦略２の評価
【概ね進展しているとみられる。】
・各種取組については広く行われている。但し、コロナ禍によ
り観光客数は大幅に減少しており、各種取組も中断しているも
のもある。

・モニタリング指標についても、良い傾向を示している。

ものづくり産業のイノベーション等による競争⼒強化 基幹産業の競争⼒強化に直結する国際物流機能の強化

多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

〔モニタリング指標〕 ：製造品出荷額（兆円） 〔モニタリング指標〕：コンテナ個数表(輸出入 単位：千個)

出典）経済産業省「H28年経済センサス-活動調査結果（製造業）」
「工業統計調査（H29・H30・H31）」から集計

出典）国土交通省「港湾統計年報」から集計

注）広域観光の観点から「広域連携DMO」・「地域連携DMO」を対象として整理。
出典）国土交通省観光庁「登録観光地域づくり法人（登録ＤＭＯ） 登録一覧」から集計（Ｒ3.3.31時点）

2-1 ものづくり産業のイノベーション等による競争⼒強化

2-2 基幹産業の競争⼒強化に直結する国際物流機能の強化

2-3 多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

進展

進展

概ね進展

〔モニタリング指標〕：DMOの形成数
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●製造品出荷額等構成⽐
・中国圏では、基礎素材型産業の⽐率が約半分を占め、全国と⽐べても⾼い割合を⽰している。その割合は、
基礎素材型産業で増加しているが、加⼯組⽴型産業や⽣活関連型産業では変動は⼩さい。

●製造品出荷額等構成⽐

出典）2019年 ⼯業統計調査（経済産業省）

●従業員１⼈当たり製造品出荷額等
・従業員１⼈当たりの製造品出荷額等の推移をみると、中国圏が平成17年より全国１位となっている。

●従業員１⼈当たりの製造品出荷額等の推移

出典）平成30年⼯業統計調査（経済産業省）

●貨物輸送量（空港・港湾）
・中国圏での貨物輸送量をみると、港湾における輸出⼊コンテナ取扱量はわずかながら増加傾向にあり、広島
港や⽔島港の割合が⾼くなっている。空港による貨物輸送量は横ばいで、広島空港が中国圏の約 ６ 割を占め
ている。

●輸出⼊コンテナ取扱量の推移（港湾） ●空港貨物輸送量の推移

出典）港湾統計（年報） 出典）空港管理状況調書

●港湾別バルク取扱量
・中国圏の港湾別バルク取扱量は、⽔島港が全国３位、福⼭港が８位となっている。

●主要港湾別バルク取扱量（上位20港のみ表⽰）

バルク：粉体や粒体など、包装されないまま積載される貨物のこと。ばら積み貨物
上記は令和元年11⽉１⽇（⾦）〜11⽉30⽇（⼟）の30⽇間の調査結果
出典）令和元年度 バルク貨物流動調査結果（国⼟交通省）

ものづくり産業のイノベーション等による競争⼒強化

化学工業

13%

鉄鋼業

12%

石油製品・石炭

製品製造業

8%

その他

16%輸送用機械器具

製造業

21%

その他

17%

生活関連型産業
11％

基礎素材型産業
49％

加工組立型産業
40％

中国
ブロック

化学工業

9% 鉄鋼業

6%
石油製品・石炭

製品製造業

5%

その他

18%

輸送用機械器具

製造業

21%

その他

25%
基礎素材型産業

38%

加工組立型産業

46%

生活関連型産業

16%

全国

基礎素材型産業の比率

が最も高い

中国圏が全国１位

・中国圏では、基礎素材型産業の⽐率が約半分を占め、全国と⽐べても⾼い割合を⽰しており、従業員１⼈当
たりの製造品出荷額等も、平成17年から全国１位とものづくり産業の振興が伺える。

・中国圏ではバルク取扱量が全国でも上位の⽔島港、福⼭港等多くの重要港湾を有している。

・中国圏の宿泊者数は、増加傾向にあったが、しかし、令和２年では⼤きく減少しており、コロナ禍の影響が
想定される。

基幹産業の競争⼒強化に直結する国際物流機能の強化

基本戦略２ ものづくり産業の競争⼒強化、観光振興等経済の活性化
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●観光⼊込状況
・中国圏への国内旅⾏者は、令和２年において1,809万⼈で、近畿地⽅が最も多く353万⼈、次いで九州地⽅の
192万⼈、関東地⽅の177万⼈となっている。

●⽅⾯別観光⼊込状況（令和２年）

※「国内旅⾏者」は、観光・帰省など。
地域ブロック区分は地⽅運輸局の管轄都道府県区分による
その他地域：北海道、東北、北陸信越、沖縄県
数値は四捨五⼊のため必ずしも⼀致しない
出典) 2020年旅⾏・観光消費動向調査（観光庁）

●延べ宿泊者数
・中国圏への延べ宿泊者数は、増加傾向にあったが、令和２年では、コロナ禍の影響もあって、特に外国⼈宿
泊者数が⼤きく減少している。

●延べ宿泊者数の推移（⽇本⼈+外国⼈）

他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）宿泊旅⾏統計調査（観光庁）

●主要観光地⼊込客数
・中国圏の主要観光地⼊込客数は、出雲⼤社が最も多く、次いで宮島となっている。
・令和２年度では、コロナ禍の影響もあって、ほとんどの観光地で減少しているが、特に宮島が⼤きく減少し
ている。

●主要観光地⼊込客数の推移

出典）各県観光⼊込調査

多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

中国圏
国内旅⾏者1,809万⼈
うち 宿 泊 1,001万⼈

⽇帰り 808万⼈
（各地方から旅行者数＋中国圏内旅行者数）
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《主な取組》
・島根県や松江市などの行政機関の

支援だけでなく、県外の開発案件
についてRubyを軸とした企業連携

・Rubyプログラマによる自主的な定
期勉強会を開催 等

ものづくり産業のイノベーション等による競争⼒強化 基幹産業の競争⼒強化に直結する国際物流機能の強化
中国圏における経済の持続的な成長を推進するため、グローバル産業の国際競争力の
強化や、ローカル産業の高付加価値化、企業誘致を支えるインフラの整備等を推進し、
圏域内の産業の競争力を強化。

世界水準の国際物流機能の確立を目指して、産業港湾の機能強化や国内外への円滑な
貨物輸送を実現するシームレスで競争力あるサービスの提供を推進。

〈しまね発Rubyを軸とした産官学民の連携〉

岡山県では、全国に先駆けてEVシフトに対応した産業と地域の実現を目指して、「岡山県における
ＥVシフトへの対応方針」を策定し、平成30年度から概ね５年間を目途に、産官学金の連携によって
取組を集中的に実施している。岡山県自動車関連企業ネットワーク会議と連携し、メーカー等のニー
ズや次世代技術に関する情報の収集提供を行うとともに、共同研究の推進や、展示会出展等により、
企業の開発力・提案力の向上を支援。

島根県では、Ruby（オープンソース）の開発者である
「まつもとゆきひろ氏」が在住しているということに
より「高度技術人材の育成」や「全国の優秀な技術者
の集積」を実現可能な環境がある。島根県ではRubyを
地域の強みと捉え、産官学民が一体となった活動を進
めている。プロジェクト開始から15年間で約40社の
企業が松江市にオフィスを開設。

(資料)島根県HP

(資料)岡山県
▲岡山県におけるEVシフトへの対応方針
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(資料)中国地方整備局

▲水島港

〈浜田港の整備促進〉

▲浜田港の概要

(資料) 一般社団法人 島根県情報産業協会

〈岡山県におけるＥＶシフトへの対応〉 浜田港では、輸入の石炭、原木、移入のセメントなどのバルク貨物のほか、コンテナ貨物も取
り扱っている。令和元年にはコンテナ定期航路の週２便化とガントリークレーンが設置された
ことにより、過去最高の取扱量60千トンを記録した。

▲浜田港外貿コンテナ取扱貨物量の推移

(資料)中国地方整備局

基本戦略２ ものづくり産業の競争⼒強化、観光振興等経済の活性化

▲オープンソースソフトウェア（OSS）に特化した、
研究・開発・交流のための拠点「松江オー
プンソースラボ」を設置

▲島根県内のIT従事者数の推移
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▲穀物取扱量の推移（水島港）

《主な取組》
・ネットワーク会議と連携した各種

セミナーの開催
・全国的な展示会への出展支援
・専門家派遣による支援
・自動車関連企業における工場管理

等を担う人材を育成するための研
修等の開催
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〈水島港の整備促進〉
東南アジア向けのコンテナ貨物取扱量の増大と船舶の大型化に対応するため、玉島東航路の水
深12ｍ化に向けた整備を促進している。また、国際バルク戦略港湾（穀物、鉄鉱石）の選定
を受け、穀物の安定かつ安価な輸入を実現するため、国際物流ターミナルの整備を促進してお
り、既に穀物関連企業の立地件数が増加し、取扱量も増加している。



多 様 な 連 携 に よ る イ ン バ ウ ン ド ・ 広 域 観 光 の 推 進
外国人旅行者等の積極的な誘客を図るため、山陰・山陽の多様かつ個性的で魅力ある資源を活かし、多様な連携によるインバウンド・広域観光を推進。このため、プロモーションに
よる需要創出やサービス開発を担う観光地域づくり法人（ＤＭＯ）を推進。

〈せとうちＤＭＯの取組〉

せとうちＤＭＯ（（一社）せとうち観光推進機構・（株）瀬戸内ブランドコーポレーション）と連
携し、瀬戸内を体感できる観光関連サービスの充実や地域産品等のプロダクト開発の促進、国内外
プロモーションの強化を図る。また、せとうちＤＭＯの基本戦略として、インターネットを活用し
たデジタルマーケティング、現地エージェンシーを活用したプロモーション、欧米豪向けのプロダ
クト開発、受入環境整備等を実施中。

〈しまなみ海道サイクリングロードのブランド力向上及び利便性向上策の実施〉

自転車走行環境の更なる向上に向けた取組（自転車レーン等
の維持・管理、ピクトサインの統一等）、しまなみ海道自転
車通行料金無料化の継続に向けた取組を推進中。令和元年11
月にナショナルサイクルルートに指定（現在は全国で６ルー
ト指定）。

▲しまなみ海道サイクリングロード
(資料)広島県HP

〈大山隠岐国立公園満喫プロジェクトの推進〉

大山隠岐国立公園の魅力を高め、新型コロナウイルス感染症の
影響で激減した国内外からの利用者を回復させることを目指し、
令和３年２月に大山隠岐国立公園満喫プロジェクト地域協議会
において「大山隠岐国立公園ステップアッププログラム
2025」を策定。

▲大山隠岐国立公園ステップ
アッププログラム2025

(資料)島根県HP

〈都市間高速バスを活用した鳥取・島根・広島への広域周遊観光促進事業〉

中国地方への訪日外国人旅行者は、関西方面から広島市周辺への日帰り観光が多く、旅行消費額
の増加に繋がっていなかった。そのため、広島に集中する訪日外国人旅行者の周遊観光促進を図
るため、都市間高速バスを活用した広域周遊観光モデルコース等を掲載した特設サイト、PR動画
を制作し、Web広告等にて情報発信を行うことで、認知度向上と来訪意欲促進に繋げた。

(資料)中国運輸局

〈外国人観光客の受入環境の充実〉

広島県廿日市市宮島地域における、訪日外
国人旅行客の利便性や満足度向上に向けた
受入環境整備として、公衆トイレ６箇所の
洋式化や多言語による指導標（観光地まで
の経路案内、観光スポット情報等のQRコー
ド付き）38か所の整備を実施。

(資料)中国運輸局

〈コンテンツ造成事業〉

出雲・大山エリアの地域資源を生かすため、地
域に根付く、工芸や酒造り文化を組み合わせる
ことにより、ものづくり文化と地域に暮らす
人々の営みを知ることができる滞在型コンテン
ツを造成した。

(資料)中国運輸局

・アクセスルートの環境改善
・多様なサービス提供のための民間活用
・まちなみ等の景観改善
・インバウンド対応のための施設整備等
・国立公園への誘客・プロモーション

▲瀬戸内の観光情報を発信するとともに宿泊施設や体
験アクティビティの予約機能を有する海外向けのサイト

基本戦略２ ものづくり産業の競争⼒強化、観光振興等経済の活性化

▲PR動画・ Web広告による情報発信

▲公衆トイレの洋式化・多言語による指導標

▲地域資源を活かした滞在型コンテンツ

(資料)広島県・せとうちDMO

▲せとうちDMOエリアの訪日外国人延べ宿泊者数

14

(資料)宿泊旅行統計調査（国土交通省）
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■地域資源を活かした産業の育成等による新たな雇⽤創出
・新たなニーズに応じた製品開発や新規事業への参⼊促進
・共同アンテナショップ等における販売促進や商談会の開催、海外展開の促進
・農⼭漁村環境と農林漁業体験を活かしたグリーンツーリズム・ブルーツーリズムの推進 等
■「⼩さな拠点」の形成等による持続可能な⽣活サービスの確保
・道の駅等を核とした、⽣活サービス機能や地域情報を提供し、地域の賑わいを創出する拠点の形成
・官⺠連携による、地域内での⽣活サービスの確保等の仕組みを構築
・「⼩さな拠点」と周辺集落との公共交通や物流ネットワークの確保
・「⼩さな拠点」と周辺をつなぐ道路等の社会インフラの整備や適正な維持・管理等

■農林⽔産業の成⻑産業化と美しく活⼒ある農⼭漁村の創出
・直売所等の環境整備、地元産⾷材を使った飲⾷店の認定等による地産地消の取組、販路拡⼤を推進
・体験機会の提供や就農⽀援対策などによる担い⼿の確保・育成・定着
・間伐材等を発電所や熱利⽤施設等へ積極的に利⽤する資源循環型産業の振興
・中⼭間地域等直接⽀払制度による農業⽣産活動の継続を通じた⾷料供給機能や多⾯的機能
の維持向上 等
■空き家活⽤等多様な転⼊⽀援策
・空き家バンク等空き家の活⽤施策を促進
・お試し住宅や定住住宅の建設・提供等多様な居住機能を確保 等

基本戦略３ 中⼭間地域・島しょ部における⼈⼝減対策等地域振興の推進
戦略の考え⽅
■地域資源を活かした産業の育成や新規創業等による地域の産業⼒強化と雇⽤の確保
■⽣産基盤の整備や担い⼿の確保、６次産業化による⾼付加価値化、⾥⼭・⾥海の資源を活かした特産品の開発等による農林⽔産業の強化
■中⼭間地域等と中⼩都市との交流促進及び空き家活⽤など多様な転⼊⽀援策による移住先進地となる取組の推進
■中⼭間地域等における官⺠連携による「⼩さな拠点」の形成
■⾯的な公共交通の再構築や拠点間をつなぐ道路の整備等、地域の実情に応じた持続可能な⽣活の確保に資するネットワークの構築
プロジェクト

モニタリング指標の状況

〔モニタリング指標〕 ：グリーンツーリズム関連施設の１事業体当たりの年間売上金額

基本戦略３の評価
【概ね進展しているとみられる。】

・各種取組については広く行われている。

・モニタリング指標についても、半数が良い傾向を示している。

〔モニタリング指標〕：小さな拠点の形成がある市町村数

〔モニタリング指標〕：農業・漁業生産関連事業年間販売額

〔モニタリング指標〕：三大都市圏からの転入率

地域資源を活かした産業の育成等による新たな雇⽤創出

「⼩さな拠点」の形成等による持続可能な⽣活サービスの確保 空 き 家 活 ⽤ 等 多 様 な 転 ⼊ ⽀ 援 策

農林⽔産業の成⻑産業化と美しく活⼒ある農⼭漁村の創出

進展

概ね進展

概ね進展

進展

出典）農林水産省「6次産業化総合調査」から集計 出典）農林水産省「6次産業化総合調査」から集計

注）三大都市圏からの転入率は、総人口に占める三大都市圏からの転入者割合。
出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」から集計

出典）内閣府「小さな拠点の形成に関する実態調査」から集計
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3-1 地域資源を活かした産業の育成等による新たな雇⽤創出

3-2 農林⽔産業の成⻑産業化と美しく活⼒ある農⼭漁村の創出

3-3 空き家活⽤等多様な転⼊⽀援策

3-4 「⼩さな拠点」の形成等による持続可能な⽣活サービスの確保
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●農業・漁業⽣産関連事業の年間販売⾦額及び事業体数の推移
・中国圏の農業と漁業に関連する⽣産関連事業の年間販売⾦額は、増加傾向にある。それらの事業を⾏う事業
体数も増加傾向にあるが、特に平成30年度から令和元年度に約１割以上の増加となっている。

●農業・漁業⽣産関連事業の年間販売⾦額の推移

他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）６次産業化総合調査（農林⽔産省）

●農業・漁業事業体数の推移

農業⽣産関連事業を営んでいる農業経営体及び農業協同組合等が運営する農業⽣産関連事業の事業所並びに漁業⽣産関連事業を営んでいる漁業経営体及び漁業協同組合等が運営
する漁業⽣産関連事業の事業所
他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）６次産業化総合調査（農林⽔産省）

●空き家数及び空き家率
・中国圏の空き家数は年々増加傾向にある。空き家率も同様に増加傾向にあり、他地⽅圏平均を上回っている。

●空き家数及び空き家率の推移

空き家率＝空家数／住宅総数
他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）住宅・⼟地統計調査（総務省）

●転⼊者・転出者
・中国圏では、転出者が転⼊者を上回る社会減の現象が続いている。

●転⼊者・転出者の推移（中国圏）

出典）住⺠基本台帳（総務省）

農林⽔産業の成⻑産業化と美しく活⼒ある農⼭漁村の創出

・地域団体商標数は農産品や⾷⾁などの登録が多く、増加傾向にある。
・農業、林業の⽣産関連事業の年間販売⾦額は、増加傾向にあり、また事業体数も同様に増加傾向にある。
・空家数は⼈⼝減少もあって増加傾向にあり、空き家率も他地⽅圏平均を上回っている。

・中国圏の⼈⼝は、⼈⼝減少、少⼦化⾼齢化が進展し、特に中⼭間地域でこの傾向が⾼まっている。
・中⼭間地域や島しょ部における⽣活拠点となる⼩さな拠点形成数は増加傾向にあるが、これらを連絡するバ
ス利⽤者数は減少の⼀途をたどっている。

空き家活⽤等多様な転⼊⽀援策
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基本戦略３ 中⼭間地域・島しょ部における⼈⼝減対策等地域振興の推進
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●過疎地指定状況
・中国圏での過疎地の指定状況は、⿃取県から宍道湖までの海岸沿いの市町、瀬⼾内海側の市町を除く多くで
指定されている。

●中国圏の過疎地域指定状況

出典）過疎関係市町村都道府県別分布図（Ｒ3.4⽉）（総務省）

●市町村別⾼齢化率
・中国圏において、平成28年度から令和２年度において⾼齢化率が30％を超えた市町村は、境港市、湯梨浜町、
津⼭市、廿⽇市市、防府市、⾥庄町となっている。

●⾼齢化率30％以上の状況（市町村別）

出典）住⺠基本台帳（総務省）

●⼩さな拠点形成数
・中国圏の⼩さな拠点形成数は増加傾向にある。

●⼩さな拠点形成数の推移

出典）⼩さな拠点の形成に関する実態調査（内閣府）

●乗合バス輸送⼈員
・中国圏の乗合バス輸送⼈員は、各県ともに減少傾向が続いている。令和２年においては、コロナ禍の影響に
より⼈流が抑制された結果、さらに輸送⼈員が⼤幅に減少した。

●営業⽤乗合バス輸送⼈員の推移

出典）中国運輸局資料

「⼩さな拠点」の形成等による持続可能な⽣活サービスの確保
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地域資源を活かした産業の育成等による新たな雇⽤創出 農林⽔産業の成⻑産業化と美しく活⼒ある農⼭漁村の創出

中山間地域等における産業の振興を図るため、地域資源を活かした商品開発やブラン
ド形成等により地場産業を育成し、新たな雇用を創出。

中山間地域等における地域環境の持続性確保や基幹産業の維持を図るため、森林資源
の高度利用や域内調達・循環の促進による所得創出などを推進。

〈地域資源の効果的なブランド形成：広島レモン〉

広島県立総合技術研究所では「広島レ
モン」の省力栽培・周年供給・食品加
工に関する技術開発、開発技術の移転
や生産現場の課題解決に取り組んでい
る。近年、安定的な出荷が可能となり、
お土産品のみならず、加工品、スナッ
ク菓子や清涼飲料水などにも採用され、
全国で販売中。

(資料)広島県HP

〈６次産業化の取組：有限会社ひよこカンパニー 〉

鳥取県八頭町に所在する有限会社ひよこカンパニーでは、農業と地域、人をつなぐテーマ
パーク「大江ノ郷ヴィレッジ」等を展開し、平飼いで生産した卵や加工品のスイーツを直営
のカフェやスイーツ店、通信販売で提供、農家レストランでは地産地消メニューを提供して
いる。農林水産省ではこのような６次産業化の取組を推進。

(資料)中国四国農政局

▲商標登録された「広島レモン」

〈鳥取県・岡山県共同アンテナショップの設置〉

鳥取・岡山両県が共同でアンテナショップ「とっとり・
おかやま新橋館」を設置し、両県の特産品や工芸品等の
展示・販売や旬の食材を使用した飲食の提供、観光・移
住情報の提供・発信、コワーキングスペースの運営等を
実施中。

▲とっとり・おかやま新橋館

(資料)鳥取県・岡山県HP

〈地域商社やまぐち株式会社の取組〉

▲有限会社ひよこカンパニーの取組

岡山県西粟倉村は、2009年より百年の森林構想に
よって森林整備を進めてきた。これまでは、村が所
有者から森林を預かり、間伐や作業道整備などを行
う体制を構築してきたが、都市部に居住しつつ西粟
倉村に森林を所有する「村外地主」の存在や、所有
者不明森林の発生などに対応し、施業地の集約化や
施業の効率化を進めるため、新たに「森林信託」の
取組を推進中。

平成27年に山口県と山口銀行との間で生まれた構想から誕生、魅力ある県産品を厳選し、まとめ
て首都圏をはじめとした地域内外へ売り込んでいくための地域商社。地域商社やまぐちは民間出
資100％であり、常に生産者支援を意識した商品開発、販路開拓を行なっている。

▲地域商社やまぐち株式会社

・中小企業では難しいマーケティング
・大手商社が参入しない少量多品種の

商品開発や販路開拓
・中小事業者ではなかなか営業に手が

回らない既存商品の売り込み

○雇用者数（パート含む）30名（H23）→185名（R1）
○飼育羽数（採卵鶏）2.7万羽（H23）→4.6万羽（R1）
○来客者数 ５万人（H23）→39万人（R1）

基本戦略３ 中⼭間地域・島しょ部における⼈⼝減対策等地域振興の推進

＜百年の森林(もり)構想による取組：岡山県西粟倉村＞

▲森林信託のスキーム概要（三井住友信託銀行）

▲岡山県西粟倉村百森2.0

直売所兼牧場スイーツ専門店のカフェ「ココガーデン」、食と農を楽しむ複合型施設「大江ノ郷ヴィレッ
ジ」、オーガニック食材専門店「RITOTTO MARCHÉ リトット マルシェ」、卵かけご飯専門店「大江ノ郷自

然牧場HANARE」、廃校をリノベーションした農泊施設「OOE VALLEY STAY」の運営により集客力のアップ
を実現

▲地域団体商標数の内訳
（広島県）
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空き家活⽤等多様な転⼊⽀援策 「⼩さな拠点」の形成等による持続可能な⽣活サービスの確保
小規模集落の維持を目指すとともに、地域の防災・防犯や景観の維持を図るため、
空き家を活用した多様な居住機能や受け入れ体制の整備等の転入支援策を推進。

中山間地域等における買い物・医療など生活に不可欠なサービスの機能の維持を図る
ため、小さな拠点の形成を図り、地域住民等が参加する組織により運営。
また、中山間地域等における生活に必要な移動手段等の維持・確保を図るため、地域
の実情に応じた、持続可能な公共交通や物流・ＩＣＴネットワークの構築を推進。〈岡山移住・定住促進パワーアップ事業〉

東京・大阪・名古屋で総合的な相談会を開催するなど、晴れの国おかやまでの暮らしの魅力を積極的に
PRするとともに、地域一体となった受入体制の拡大・普及を図ること等により、岡山県への移住を強力に
促進中。

(資料)岡山県HP

〈小さな拠点等の形成：岡山県津山市阿波地区〉

岡山県津山市阿波地区では、「あば村運営協議会」が複数の実行組織と連携して、地域住民の生活
を支える施設群（商店・ガソリンスタンド、農産物加工施設、温泉・交流館）を運営するとともに、
地域住民の移動手段の確保のための公共交通空白地有償運送事業を実施中。

▲移住定住イベントの開催

〈空き家活用検討事業〉

空き家を地域の有用な資産として積極的活用を図るため、空き家バンクＨＰによる情報発信や
専門家による実践的なアドバイスなどにより、市町の取組を支援するとともに、移住希望者と
のマッチングを促進中。

(資料)広島県HP

▲ひろしま空き家バンク みんと

▲岡山県津山市阿波地区の取組

〈中山間地域における｢道の駅」を拠点とした自動運転サービス〉

国土交通省では、高齢化が進行する中山間地域におけ
る生活の足の確保等のため、「道の駅」等を拠点とし
た自動運転サービスの実証実験を平成29年度より全国
18箇所で実施しており、この度、技術面やビジネスモ
デル等に関する実験結果を踏まえ、令和３年10月より
島根県飯南町において、中国地方で初めて本格導入。

(資料)国土交通省中国地方整備局松江国道事務所

▲道の駅「赤来高原」を拠点とした自動運転サービスの社会実装

基本戦略３ 中⼭間地域・島しょ部における⼈⼝減対策等地域振興の推進

(資料)内閣府「小さな拠点」づくり事例集

《主な取組》
・相談窓口の充実（岡山移住推進

員、晴れの国ぐらしＩＪＵアド
バイザー、アンテナショップ
「移住・しごと相談コーナー」
の設置等）

・情報発信の強化（移住ポータル
サイトや移住・定住ガイドブッ
ク等を活用した魅力発信）

・移住候補地体感ツアーの実施
（複数の市町村を巡るバスツ
アー）

等
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■他圏域のバックアップも含めた災害対策の推進
・広島⼟砂災害等の教訓を踏まえた、暮らしを守る砂防や地すべり対策等の推進
・耐震強化岸壁の整備及びコンビナート港湾の強靱化
・南海トラフ地震等の⼤規模な地震や津波が発⽣した際の応援・救援体制、緊急輸送ネット
ワークの確⽴・強化

・企業のＢＣＰ策定や平常時からの情報交換等によるサプライチェーンの強化
・カウンターパート制などの連携体制を踏まえ、広域的な⽀援活動等について具体化を図る
取組の推進 等

■インフラ⽼朽化対策の推進
・インフラの⻑寿命化及び社会資本の戦略的な維持管理
・メンテナンスに関する技術⼒の向上と⼈材の確保・育成 等
■安全で安⼼な住宅・社会資本の整備
・住宅等の耐震・耐⽕性能の向上による災害に強い安全なまちづくりの推進
・住宅市街地の再⽣・整備による安全な市街地の形成
・交差点改良、歩⾏者及び⾃転⾞通⾏空間の整備等の交通安全対策の推進 等

基本戦略４ ⼟砂災害・⽔害対策やインフラ⻑寿命化による強靱な圏域整備と安全・安⼼の推進

戦略の考え⽅
■南海トラフ地震など⼤規模地震等においても、他圏域のバックアップも含めた圏域内のハード・ソフトによる災害対策の推進と体制の強化
■社会資本の計画的・効率的なメンテナンス、技術⼒強化によるインフラ⻑寿命化対策の推進
■⽇常における安全・安⼼な暮らしのための、住宅・社会資本の整備

プロジェクト

モニタリング指標の状況

基本戦略４の評価
【進展しているとみられる。】

・各種取組については広く行われている。

・モニタリング指標についても、良い傾向を示している。

他圏域のバックアップも含めた災害対策の推進

安全で安⼼な住宅・社会資本の整備

インフラ⽼朽化対策の推進
〔モニタリング指標〕 ：国土強靭化地域計画の策定市町村数

〔モニタリング指標〕：道路改良率

〔モニタリング指標〕：管理施設当たりの点検実施率（R1より２巡目）

進展

進展

進展

くしの⻭ルート※の形成による災害時の
緊急輸送ネットワークの確⽴・強化

橋梁の耐震化

その他⾵⽔害
対策の推進

⼟砂災害対策の推進

他圏域のバックアップも含めた
災害対策の推進

港湾の耐震化

インフラ⽼朽化
対策の推進 安全・安⼼な住宅・

社会資本の整備
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●⼟砂災害・⽔害発⽣状況/⼤雪
・中国圏においては、これまでも多くの⼟砂災害・⽔害や⼤雪による交通阻害が度々発⽣しているほか、冬季
においては、⼤雪による積雪により幹線道路において⽴ち往⽣が発⽣している。

●過去の主な⼟砂災害・⽔害

●平成３０年７⽉豪⾬災害被害状況 ●平成２９年１⽉ ⼤雪の状況

出典）中国地⽅整備局資料

●⼟砂災害警戒区域
・中国圏のうち広島県、島根県では、⼟砂災害警戒区域の指定箇所数が全国１位と２位、⼭⼝県が５位と多く、
中国圏全体で全国の約２割を占める。

●都道府県別⼟砂災害警戒区域等指定状況

出典）2021.6.30 各県公表値

●耐震補強進捗率/河川堤防整備状況
・中国圏の緊急輸送道路上の耐震補強率及び河川堤防整備率は、他地⽅圏平均を下回るものの年々上昇傾向に
あり対策は進んでいる。

●耐震補強進捗率（直轄国道） ●河川堤防整備状況（直轄河川）

他圏域のバックアップも含めた災害対策の推進

・中国圏では、ハード⾯、ソフト⾯での取組が⾏われているが、多くの⼟砂災害・⽔害や⼤雪による交通阻害が
度々発⽣している。

・インフラの⽼朽化により今後多くの維持管理が必要となってきているが、⾃治体の公共事業費は横ばいが続い
ている。

・バリアフリーへの取組が鋭意進められている。

一般国道53号鳥取県八頭郡智頭町状況倉敷市真備町浸水状況
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※１ 緊急輸送道路上の１５ｍ以上の橋梁
※２ 進捗率は、兵庫県南部地震と同程度の地震においても軽微な損傷に留まり、
速やかな機能回復が可能な耐震対策が完了した橋梁の進捗率
※３ 原則、単径間の橋梁は対策不要と整理
他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）国⼟交通省調べ

他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）国⼟交通省調べ

基本戦略４ ⼟砂災害・⽔害対策やインフラ⻑寿命化による強靱な圏域整備と安全・安⼼の推進

21

出典)中国地⽅整備局資料



●橋梁の修繕等措置
・中国圏において、早期に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅲ）⼜は緊急に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅳ）
と診断された橋梁で、令和元年度までに修繕等の措置に着⼿した割合は、中国地⽅整備局で71％、地⽅公共
団体が25％となっている。

・措置を講ずることが望ましい状態（判定区分Ⅱ）の橋梁で令和元年度までに修繕等の措置に着⼿した割合は、
中国地⽅整備局で44％、地⽅公共団体ではわずかに２％に留まっている。

●判定区分Ⅲ、Ⅳの修繕等措置の実施状況 ●判定区分Ⅱの修繕等措置の実施状況

出典）中国地⽅整備局調べ 出典）中国地⽅整備局調べ

●⾃治体の⼟⽊関係職員数
・中国圏における⾃治体の⼟⽊関係職員数は年々減少し平成17年からの15年間で約２割の減少となっている。

●⾃治体の⼟⽊関係職員数

出典）中国地⽅整備局調べ

●⾃治体の公共事業費の推移
・中国圏での市町村の社会保障費は増加している⼀⽅、公共事業費は、ほぼ横ばい傾向にある。

●中国圏における市町村の公共事業費と社会保障費の推移

出典）中国地⽅整備局調べ

●旅客施設におけるバリアフリー化
・旅客施設におけるバリアフリー化は、令和元年では、段差の解消が８割を超え、視覚障がい者誘導ブロック
も８割弱と整備が進んできているが、障がい者⽤トイレは半分程度となっている。

●旅客施設におけるバリアフリー化の推移（中国圏）

※1⽇当たりの平均的な利⽤者数が3,000⼈以上の旅客施設のみ対象
※「障がい者⽤トイレ」については、便所を設置している旅客施設のみ対象
出典）国⼟交通省調べ
出典）中国地⽅整備局調べ

インフラ⽼朽化対策の推進
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注）道路橋の判定区分

判定区分Ⅰ（健全）：道路橋の機能に支障が生じていない状態。

判定区分Ⅱ(予防保全段階)：道路橋の機能に支障が生じていないが，予防保全の観点から措置を講ずることが望ましい状態

判定区分Ⅲ(早期措置段階)：道路橋の機能に支障が生じる可能性があり，早期に措置を講ずべき状態。

判定区分Ⅳ（緊急措置段階）：道路橋の機能に支障が生じている，又は生じる可能性が著しく高く，緊急に措置を講ずべき状態。

出典)橋梁定期点検要領（H31.3月 国土交通省道路局国道・技術課）



▲真備緊急治水対策プロジェクト

他 圏 域 の バ ッ ク ア ッ プ も 含 め た 災 害 対 策 の 推 進
大規模災害時の他圏域のバックアップも含めたハードとソフトの組み合わせによる対策を行い、自助・共助による地域防災力の向上や災害時の緊急輸送ネットワークの確立・強化を
推進。

〈広島西部山系・安芸南部山系直轄砂防事業〉

国土交通省広島西部山系砂防事務所では、平成11年６月29日の土砂災害を契機として、土石流
による人的被害、家屋被害、重要な交通網の途絶などの被害を軽減することを目的として、平
成13年度から砂防事業を実施中。令和２年７月豪雨では、大雨により土石流が発生したが、井
口台４号砂防堰堤で土砂及び流木を捕捉し、下流地区への被害を未然に防止した。

〈防災道の駅の指定〉

国土交通省では、「道の駅」第３ステージの取組の
一環として、都道府県の地域防災計画等で、広域的
な防災拠点に位置づけられている「道の駅」につい
て 「防災道の駅」として選定し、防災拠点としての
役割を果たすための、ハード・ソフト両面からの重
点的な支援を行うこととしている。この度、都道府
県からの提案を踏まえ、重点支援対象となる「防災
道の駅」として全国で39駅（そのうち中国地方では
３駅：みやま公園、西条のん太の酒蔵、ソレーネ周
南）が初めて選定。

(資料)国土交通省HP

▲防災道の駅制度の概要

〈水位情報周知〉

中国地方整備局では、管内直轄13水系において、適切な避難行動を促すことを目的とした洪水
時に特化した水位計「危機管理型水位計」を448基整備し、きめ細かい水位情報のリアルタイ
ム配信を開始した。また、令和元年９月に「水害リスクライン」の運用（情報提供）を開始。

(資料)中国地方整備局HP

▲道の駅みやま公園の概要

▲川の水位情報

▲砂防ダム事業箇所

基本戦略４ ⼟砂災害・⽔害対策やインフラ⻑寿命化による強靱な圏域整備と安全・安⼼の推進

(資料)国土交通省HP

〈真備緊急治水対策プロジェクト〉

高梁川水系小田川では、平成30年７月豪雨により堤防の決壊や越水等が発生し、甚大な被害を
受けた。このため、国土交通省・岡山県・倉敷市では、再度災害防止を図ることを目的に、真備
緊急治水対策プロジェクトを推進中。
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(資料)国土交通省HP

▲井口台４号砂防堰堤

令和２年７月豪雨では土石流による被害防止。砂
防堰堤の整備により土石流被害から下流の人家等
を守り、その被害防止の効果は約10億円（推定）



思う

71%

思わない

29%

高度経済成長期に整備された社会基盤の長寿命化を目指し、インフラの老朽化対策を
図るために、道路、河川等の既存の社会インフラの戦略的な維持管理を推進。

安全で安心な地域社会、高齢者・障がい者等全ての人が安心して暮らせる共生社会の
実現のため、交差点改良等の交通事故防止対策や共同・協調建て替えによる住環境の
改善や道路・建築物等のバリアフリー化など、事故や災害を未然に防止する環境整備
を推進。

〈しゅうニャン橋守隊の取組〉

〈通学路の緊急合同点検に基づく街路整備〉

▲通学路の緊急合同点検

通学路の緊急合同点検結果に基づく対策（街路事業による歩行空間の確保：拡幅、バイパス整備
等）を実施。

▲平成30年度に共用した城山北公園線 （島根県松江市）

(資料)中国地方整備局HP・島根県HP

〈自転車先進都市おかやま実行戦略の取組〉

▲自転車先進都市おかやま実行戦略の中間評価

岡山市の「自転車先進都市おかやま実行戦略」は、自転車の利用環境等を「走る・停める・使
う・楽しむ・学ぶ」の５つの施策分野に区分し、公共交通、自転車主体の交通システムの実現
と、当該交通システムを骨格としたコンパクトな市街地構造の実現、より多くの人が、より多
くの場所を巡り、より長く滞在したくなる、安全で、回遊性が高く、魅力と賑わいにあふれた
都心の実現を図るために策定・推進中。

(資料)岡山市HP

(資料)国土交通省HP

産官学民の幅広いメンバーで構
成 さ れ る 周 南 市 の 任 意 団 体
「しゅうニャン橋守隊」が、道
路施設の重要性や現状を広報し
ながら、日常生活の延長上で実
施できるメンテナンスを体験型
ボランティア活動として住民に
提供する取組を実施中。

▲しゅうニャン橋守隊の取組概要

インフラ⽼朽化対策の推進 安全で安⼼な住宅・社会資本の整備

基本戦略４ ⼟砂災害・⽔害対策やインフラ⻑寿命化による強靱な圏域整備と安全・安⼼の推進
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〈DXによるインフラメンテナンスの推進〉

広島県では、施設の長寿命化に資する技術の募
集・登録を行う「広島県長寿命化技術活用制
度」を創設し、登録技術を有効活用することで、
公共土木施設の維持管理にかかるコスト縮減を
図るなどインフラ長寿命化技術活用促進事業を
推進中。

(資料)広島県

▲インフラ長寿命化技術フェア広島２０１９における
「広島県長寿命化技術活用制度」登録技術の効果の周知

中国道路メンテナンスセンター（国土
交通省）では、インフラＤＸによる自
治体支援を実施している。急速に高齢
化する橋梁など社会資本の長寿命化に
向け「橋梁点検・診断に関する研修、
講習会」を行い、国や地方公共団体職
員のメンテナンス技術力向上を推進中。

(資料)国土交通省

▲ＶＲ技術を活用した橋梁点検・診断講習ツール

向上した

66%

少し向上した

27%

向上していない

5%

無回答

2%

図 自転車空間整備により走り
やすくなったと思うか

n=546

n=1,221

WEBアンケート調査より抜粋

ももちゃり利用者アンケート調査結果より抜粋

図 ももちゃり導入による岡山駅等での乗り
換え利便性に関する利用者の意識



■低炭素・循環型の地域づくり
・地域特性を活かした再⽣可能エネルギーの導⼊を促進
・⽇本海沖メタンハイドレート資源の実⽤化に向けた技術開発等の取組を推進
・⽊質バイオマスの有効活⽤や⽔素インフラ整備等の取組を推進 等
■美しい景観の保全整備
・歴史的なまちなみ景観や⾃然景観など、中国圏の特⾊ある優れた景観の保全を推進
・景観⾏政団体における景観計画策定の推進や景観形成ガイドラインの策定・活⽤などによ
り良好な景観形成を推進 等

■瀬⼾内海等の豊かな⾃然環境の保全・再⽣
・瀬⼾内海における藻場・⼲潟の保全・再⽣等、⽣物多様性の保全を推進
・瀬⼾内海を「⾥海」として再⽣していくための連携体制を形成
・多様な主体の連携による⾥⼭の保全を推進
・世界ジオパークにおける⾃然遺産の保護、研究、地域振興
・多様な主体との協働による広域的な環境美化・清掃活動を推進
・瀬⼾内海における海洋環境整備船による浮遊ごみの回収作業など、海洋環境の保全
・ラムサール条約湿地における賢明な利⽤を推進 等

基本戦略５ 環境と産業・⽣活が調和した地域づくり

戦略の考え⽅
■中国圏の地域資源や⾃然資源を活かした低炭素・循環型の地域づくりの推進
■瀬⼾内海、⽇本海、中国⼭地等の変化に富んだ豊かな⾃然環境の保全・再⽣
■地域の新たな価値を創造する多様で個性ある景観の保全・整備

プロジェクト

モニタリング指標の状況

低炭素・循環型の地域づくり

美しい景観の保全整備

瀬⼾内海等の豊かな⾃然環境の保全・再⽣
〔モニタリング指標〕 ：千人当たりの再生可能エネルギー供給量

〔モニタリング指標〕：景観行政団体数

〔モニタリング指標〕：せとうち海援隊団体数

進展

進展

進展

森林が

カキ養殖

植物プランクトン

栄養分

栄養分

栄養分

森林

川

海

干　潟 藻　場

流域

汚水処理

⾃然景観の保全と
環境美化の推進

瀬⼾内海、⽇本海、中国⼭地
等の⾃然環境の保全・再⽣

地域の⾃然を活かした
環境教育・学習の推進

⽣物多様性の保全・再⽣

地域資源を活かした
低炭素・循環型の地域づくり

多様で個性ある景観の
保全・整備

再⽣可能エネルギー等の導⼊

地域資源の循環による
環境負荷の低減
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出典）認定NPO法人環境エネルギー政策研究所＋千葉大学倉坂研究室「永続地帯年度別報告書」、
総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」から集計

出典）国土交通省「景観法の施行状況」から集計

出典）広島県HP「せとうち海援隊支援事業」から集計（R1.5.21時点）

5-1 低炭素・循環型の地域づくり

5-2 瀬⼾内海等の豊かな⾃然環境の保全・再⽣

5-3 美しい景観の保全整備

基本戦略５の評価
【進展しているとみられる。】

・各種取組については広く行われている。

・モニタリング指標についても、良い傾向を示している。
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●温室効果ガス算定排出量
・温室効果ガス算定排出量は、他地⽅圏平均では排出量が少ないものの増加傾向にあるが、中国圏では、排出
量は多いもののほぼ横ばいで推移している。

●温室効果ガス算定排出量の推移

●エネルギー消費量/新エネルギー発電電⼒量
・中国圏の⼈⼝千⼈当たりのエネルギー消費量は減少傾向にあるが、他地⽅圏平均と⽐べると⼤きく上回って
いる。

・中国圏の新エネルギー発電電⼒量は、⼤きく増加しており、他地⽅圏平均も同様に増加しているが、これを
上回っている。

●エネルギー消費量の推移 ●新エネルギー発電電⼒量の推移

他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計 他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁） 出典）電⼒調査統計（資源エネルギー庁）

●広島湾での⾚潮発⽣回数
・広島湾での⾚潮発⽣回数は、平成９年で12回であったが、周期的に増減はあるものの減少傾向にあり、令和
元年では発⽣回数は０回となっている。

●広島湾での⾚潮発⽣回数 ●広島湾での下⽔道⾼度処理普及率

出典）広島湾再⽣⾏動計画（第⼆期）第１回中間評価

●汚⽔処理⼈⼝及び汚⽔処理普及率
・中国圏の汚⽔処理⼈⼝及び汚⽔処理普及率は、わずかではあるが増加傾向にある。

●汚⽔処理⼈⼝及び汚⽔処理普及率の推移

他地⽅圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）汚⽔処理⼈⼝普及状況について（国⼟交通省、農林⽔産省、環境省）

低炭素・循環型の地域づくり

・中国圏内のエネルギー消費量は減少傾向にあるものの他地⽅圏平均を上回っている。新エネルギーによる発
電電⼒量は増加傾向にある。

・広島湾での⾚潮発⽣回数は減少しており、下⽔道⾼度処理等の整備が貢献していると考えられる。
・個性ある美しい景観に取り組む⾃治体が増加してきている。
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瀬⼾内海等の豊かな⾃然環境の保全・再⽣

基本戦略５ 環境と産業・⽣活が調和した地域づくり
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他地方圏平均:東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計

出典）温室効果ガス排出量の集計結果（環境省）
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●ジオパークの指定状況
・中国圏では、世界ジオパークに⼭陰、隠岐の２箇所、⽇本ジオパークに島根半島・宍道湖中海、萩、Mine秋
吉台の３箇所が指定されている。

●世界・⽇本ジオパークの指定状況

（ ）：認定された年
出典）⽇本ジオパークネットワークHP

●重要伝統的建造物群保存地区指定状況
・中国圏での重要伝統的建造物群保存地区の指定箇所数は、令和３年で20箇所となっており、平成28年度以降
は、福⼭市、津⼭市、⽮掛町、廿⽇市市、若桜町の５箇所が指定されている。

●重要伝統的建造物群保存地区指定箇所数

出典）⽂化庁ＨＰ

（ ）：指定された年
出典）福⼭市HP、公益社団法⼈岡⼭県観光連盟HP 若桜町HP 津⼭市HP 廿⽇市市HP

美しい景観の保全整備

萩ジオパーク（H30）

Mine秋吉台ジオパーク
（H27）

⼭陰海岸ジオパーク(H22)

隠岐ジオパーク(H25)
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⽇本ジオパーク
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●福山市鞆地区（H29） ●岡山県矢掛町矢掛宿（R2） ●鳥取県若桜町若桜（R3）

●津山市城西地区（R2） ●廿日市市宮島町地区（R3）
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温室効果ガス削減の一層の推進を目指し、再生可能エネルギー等の導入促進や環境負荷低減のための取組を推進。

＜マイカー乗るまあデー推進事業：広島市＞

ノーマイカーデーひろしま実行委員会では、2005年度からノーマイカーデー運動に取り組ん
でいる。2006年度には毎月22日を「マイカー乗るまぁデー」とし、2008年に毎月2,12,22日
に拡大して呼びかけを継続中。

＜循環型産業クラスター形成促進事業：岡山県＞

岡山県内環境産業の振興と循環型社会の形成促進を図るため、「中四国環境ビジネスネッ
ト」を設置し、広域的なビジネスマッチングの推進に取り組むとともに、産業廃棄物を利活
用するなど、先進的なリサイクル関係施設の整備や新技術・新商品の研究開発、事業化等を
支援中。

(資料)岡山県

▲Ｂ－ｎｅｔホームページ（（公財）岡山県産業振興財団）

(資料)広島市HP
▲ノーマイカーデーひろしま2020実施結果

＜グリーンスローモビリティの導入：広島県尾道市＞

尾道市ではJR西日本などの共同事業者とともに、尾道市の市街地エリアにおいて、グリーン
スローモビリティの運行を開始。車両の位置情報や乗車人数をリアルタイムに確認できる動
態管理システムを導入して、利用者の利便性向上や運行業務負荷の軽減を図っている。

＜バイオマス産業への取組：岡山県真庭市＞

岡山県真庭市では地域資源である森林を活用し、持続可能な資源循環型の産業と暮らしを実
現していくため、４つの具体プロジェクト（ ①バイオマス発電事業、②木質バイオマスリ
ファイナリー事業、③有機廃棄物資源化事業、④産業観光拡大事業）を展開し、バイオマス
の利活用を推進し、新たな産業化を推進している。

▲真庭バイオマス産業杜市構想・真庭市バイオマス活用推進計画の中間評価

(資料)岡山県真庭市HP

(資料)尾道市HP

岡山県産業振興財団に設置した環境産業支援コーディネーター、環境産業推進員が県内企業を訪問し、ニー
ズ・シーズ情報を収集するほか、ホームページを活用した広域での企業情報の収集、中国地域産学官連携コ
ンソーシアム（さんさんコンソ）と連携した大学発のシーズ情報の収集を行い、県内企業ニーズとのマッチ
ングを推進中。

▲バイオマス利用量の変化

低炭素・循環型の地域づくり

基本戦略５ 環境と産業・⽣活が調和した地域づくり
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地域の魅力向上による地域間の対流促進を目指し、中国圏の特色ある優れた景観の保
全・整備や良好な景観の形成を推進。

中国圏の有する豊かな自然環境の持続可能な保全・再生を目指し、生物多様性の保
全・再生や環境美化を推進。

美しい景観の保全整備 瀬⼾内海等の豊かな⾃然環境の保全・再⽣

＜干潟を再生する取組＞

干潟は多様な生物を育む場でもあり、カニや貝は水質浄化の一翼を担う存在となっている。
かつて遠浅の干潟が広がっていた広島湾では、都市化に伴い干潟や藻場の減少し、生物の生
息場所の消失、自然の浄化機能の低下が起こっている。海に手を入れて良好な環境を保つ
「里海」の取組を通じて干潟再生を図っている。

＜三大河川流域啓発リレー＞

三大河川（旭川、吉井川、高梁川）の流域市町村と連携し、海ごみ発生抑制意識のたすきを
つなげる、「三大河川流域啓発リレー」を実施。三大河川ごとに、上流、中流、下流それぞ
れ１市町村で、海や河川等の清掃活動と合わせ、海と河川のつながり、保全することの大切
さについて、各地域の特性を踏まえた学習等を行い、最後に保全宣言を行っている。
令和２年度は７市町村で、延べ181人が参加。

(資料)中国地方整備局

(資料)鳥取県若桜町HP

＜萩ジオパークの取組：山口県＞

ジオパークでは、地球科学的に価値の高い地質・地形のある自然遺産を保護・保全し、教育や
防災活動、ジオツーリズム（地球や大地の物語を楽しむ旅）などに活用し、地域の持続可能な
発展を目指す活動を行っている。 平成30年に日本ジオパークに認定された「萩ジオパーク」
では、萩ジオパーク推進協議会を設置し、エリアにおけるサイトや景観を保護、教育、持続可
能な開発が一体となった概念により行うジオパーク活動を推進中。

(資料)萩ジオパーク推進協議会

▲萩ジオパーク推進協議会の参加型イベント

＜伝統的建造物群保存地区の取組：鳥取県若桜町＞

伝統的建造物群保存地区制度によって、全国各地に残る歴史的な集落・町並みの保存が図られ
ている。令和３年には鳥取県若桜町若桜地区が国重要伝統的建造物群保存地区に指定され、保
存・活用の取組が推進されている。

▲若桜町若桜伝統的建造物群保存地区

若桜町若桜は鳥取県南東部の山岳地帯に位置し、若桜鬼ヶ城の城下町を起源とし、旧若桜街道沿い
の宿場として、また近隣からの物資の集積地として栄えた商家町である。明治18年の大火後に作成
された復興計画に基づいて建てられた伝統的な町家や敷地背面の土蔵、自然地形を生かした用水等、
大火を経て復興した山あいの商家町の歴史的な風致を形成する伝統的建造物群保存地区。

▲広島港の干潟再生に向けた取組

▲三大河川流域啓発リレーによる取組

＜鉄鋼スラグを活用した藻場の再生実証事業＞

宇部工業高等専門学校と岩国市の神代漁協と連携して、
藻場の減少によって漁獲量が減少している当地において、
天然石の代替材料として、鉄鋼スラグを使用した事業に、
平成25年１月より取り組んでいる。アマモ場と既存魚礁
との間に、天然石の代替材料として鉄鋼製造工程で副産
物として生じる鉄鋼スラグを利用する事業を実証中。

（資料）宇部工業高等専門学校HP

(資料)岡山県

基本戦略５ 環境と産業・⽣活が調和した地域づくり
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■中国圏の⼈材育成
・地域の経済活動を⽀えるものづくり分野を中⼼とする⼈材育成・確保を⽀援
・次世代産業分野における研究開発や新たな産業のイノベーションを担う⼈材等の育成
・中⼩企業等が海外事業展開をする際に必要となるグローバル⼈材等の育成
・地域住⺠、ＮＰＯ等地域の活性化を⽀える⼈材育成の推進
・中国地⽅地域おこし協⼒隊研修会の開催
・地域住⺠、ＮＰＯ、企業等の多様な主体の連携による社会基盤管理の推進
・災害時における応急復旧活動など地域を⽀える建設業の担い⼿の育成 等

■若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現
・地域に対する愛着とグローバルな視野を持ち、地域で活躍する⼈材の養成
・若年層の就業促進を図るための就業⽀援ワンストップサービスの提供等の推進
・関係者が連携した⼦育て⽀援体制づくりの推進
・農⼭漁村における体験学習を通じた⼒強い⼦どもの成⻑を⽀える教育活動の推進
・⼥性が安⼼して活躍できる社会に向けた環境整備
・⾼齢者の就業ニーズに対応した職業訓練等社会参加を促進する環境づくりの推進
・障がい者の就労・社会参加促進を図るための就業⽀援、意識啓発等の推進 等

基本戦略６ 将来の発展を担う⼈材育成

戦略の考え⽅
■地元⼤学等と産業における協⼒を⼀層強化し、ものづくり産業の⼈材やグローバル⼈材の育成・確保、地域づくり活動への参加主体の拡⼤等、地域の経済活動や活性化を⽀
える⼈材の育成・確保

■若年層の就業促進、⾼年齢者の就業機会の確保、⼦育て⽀援体制づくり、農⼭漁村での体験学習等、地域で活躍する多様な⼈材の育成・確保

プロジェクト

モニタリング指標の状況

基本戦略５の評価
【進展しているとみられる。】

・各種取組については広く行われている。

・モニタリング指標についても、良い傾向を示している。

中国圏の⼈材育成 若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現

〔モニタリング指標〕 ：まちづくりNPO法人数 〔モニタリング指標〕：子育て世代包括支援センター箇所数

進展

進展

地域の経済活動を⽀える⼈材育成地域の経済活動を⽀える⼈材育成

若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現

地域の活性化を⽀える⼈材育成地域の活性化を⽀える⼈材育成

ものづくり分野の
⼈材育成・確保

イノベーションを担う
⼈材の育成・確保
グローバル⼈材の

育成・確保
地域づくり活動への
参加主体の拡⼤

地域を⽀える建設業の
担い⼿育成・確保
多様な主体による
社会基盤管理の推進

⼥性の就業促進

⾼齢者の就業機会の確保

障がい者の就労・社会参加の促進

地域で活躍する⼈材の確保

農⼭漁村での教育活動の推進

⼦育て⽀援体制づくりの推進

若年層の就業促進

注）活動分野がまちづくりのNPO法人を対象としている。
出典）内閣府NPOホームページから集計（R3.6.30時点）

出典）厚生労働省「子育て世代包括支援センターの実施状況」から集計

6-1 中国圏の⼈材育成

6-2 若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現
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●まちづくりNPO法⼈数
・中国圏のまちづくりNPO法⼈数は増加傾向にある。

●まちづくりNPO法⼈数の推移

出典）内閣府NPO HP（内閣府）

●建設業許可事業者数
・中国圏の建設業許可事業者数は、年々減少傾向にあったが、平成29年度以降はわずかながら増加に転じている。

●建設業許可事業者数の推移

出典）中国地⽅整備局調べ

●⾼校⽣の⼤学への進学先
・中国圏の⾼校⽣が⼤学への進学先は、岡⼭県、広島県では、県内の⼤学への割合が⾼いものの、⿃取県、島
根県は、⾃県の割合は低くなっている。

●⾼校⽣の⼤学への進学先

出典）令和元年度学校基本統計（⽂部科学省）

中国圏の⼈材育成

・中国圏のまちづくりNPO法⼈数は増加傾向にある。またインフラの維持整備にかかわる建設業許可事業者も
ピーク時に⽐べ減少している。

・中国圏での⼥性の就業率は増加傾向にあり、保育所等の整備が進み待機児童数も減少していることが背景に
あると想定される。
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●⼥性就業率
・中国圏における⼥性就業率は、増加傾向にあり、令和２年では、前年より若⼲低下したものの50.3％となって
いる。

●⼥性就業率の推移

他地⽅圏平均：東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）労働⼒調査（総務省）

●保育所数 待機児童数
・中国圏の５歳未満千⼈当たり保育所数は、年々増加傾向にある。待機児童数は平成29年以降⼤きく減少に転
じている。

●５歳未満千⼈当たり保育所数の推移 ●待機児童数の推移

他地⽅圏平均：東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計 他地⽅圏平均：東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）保育所等関連状況取りまとめ（厚⽣労働省） 出典）保育所等関連状況取りまとめ（厚⽣労働省）

●⾼齢者就業率
・中国圏の⾼齢者就業率は、他地⽅圏平均をわずかに下回るものの増加傾向が続いている。

●⾼齢者就業率の推移

他地⽅圏平均：東北、北陸、四国、九州の各圏域の合計から集計
出典）労働⼒調査（総務省）

●⾼齢者の産業別就業率

出典）労働⼒調査（総務省）

若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現
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金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業(他に分類されないもの)

公務(他に分類されるものを除く)

分類不能の産業

サービス業(他に分類されないもの)：
警備業 廃棄物処理業・⾃動⾞整備業，機
械等修理業 職業紹介・労働者派遣業 政
治・経済・⽂化団体・宗教 等
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地域の発展を支える担い手確保により、圏域の持続的な成長・発展を図るため、もの
づくり産業や地域づくり活動、社会資本の維持管理などに携わる人材の育成を推進。
また、中山間地域における地域づくり等、四国圏とも共通する課題に対応する取組の
担い手の育成について、両圏域で連携して推進。

地域の雇用力確保を目指し、若年層の地元就職等による定着や女性が社会で活躍でき
る子育て環境の整備、高齢者や障がい者が活躍・自己実現に努められる支援制度の充
実などを推進。

〈イノベーション人材等育成事業・プロフェッショナル人材マッチング支援事業：広島県〉

①イノベーション人材等育成事業
広島県内中小・中堅企業が、社員を研修等へ
派遣する費用や、個人が専門職大学院等での
修学に要する費用の一部を支援。

②プロフェッショナル人材マッチング支援事業
首都圏に集中している経験豊富な事業企画・
運営などのプロフェッショナル人材を県内企
業に確保するため，人材の窓口となるセン
ターを設置・運営するとともに，県内企業が
人材の受け入れに要する費用の一部を支援。

(資料)広島県

(資料)鳥取県HP

《主な取組》
・推進補助⾦を令和３年度は33／44件
採択（令和３年10⽉28⽇時点）
・運動推進のため、とっとり元気フェス、
とっとりＳＤＧｓアワード、とっとり
の魅⼒発信ＰＲ動画コンテスト、地域
づくり団体交流会や、新聞タイアップ
記事、新聞広告等を実施

〈WISやまぐちによる取組〉

(資料) WISやまぐちHP

従業員の子育てを積極的に支援する企業を「しまね子育て応援企業（こっころカンニー）」とし

て認定することや、女性活躍の推進に向けて積極的に取り組む企業を｢しまね女性の活躍応援企

業｣として登録し、補助金制度によって支援することで女性活躍推進及び仕事と生活の両立に向

けた取組を促進中。

(資料)山口県

(資料)島根県

●こっころカンパニー認定企業数
Ｈ２８年度 265社→Ｒ２年度 368社

●女性の活躍応援企業登録数
Ｈ２８年度 43社→Ｒ２年度 288社

▲広島県による人材育成の取組

▲新時代創造県民運動WEBサイト

中国圏の⼈材育成 「若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現

WISやまぐちは、山口県、山口銀行、県内企業が共同出資により設立した女性創業支援、女性経営
者向けコンサルティング・教育を目的とした会社。女性起業家伴走型支援事業経営コンサルティ
ング事業、各種研修事業等、女性による新しい視点で、イノベーションを起こせるような人材や
ビジネスを発掘し、事業の成長・事業化支援と、女性起業家、経営者の育成を実施中。

＜しまね子育て応援企業「こっころカンパニー」認定制度・しまね女性の活躍応援企業登録制度＞

基本戦略６ 将来の発展を担う⼈材育成

鳥取県では、令和新時代を担う若者が主体の活動を広げていくとともに、クラウドファンディ
ング型ふるさと納税を活用して、多くの人の共感を得ながら取り組む活動を支援するなどして、
令和新時代の新しい活力を創造し、地域の活性化を一層進めている。

〈令和新時代創造県民運動推進事業：鳥取県〉
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将来像１：国内外の多様な交流と連携により発展する中国圏
・基本戦略１における４つのプロジェクトについて、４つのモニタリング指標のうち、
３つの指標で良い傾向を⽰しており、「概ね進展しているとみられる」。

・⼭陰⾃動⾞道に未供⽤区間が残り⽇本海側のミッシングリンクとなっており、⾼規格
道路等についても、整備中の区間が残っている。また暫定２⾞線区間も残っている。

・中国圏の中核となる広島市、岡⼭市では中⼼駅を核にした市街地開発等をはじめ、中
⼩都市においても拠点都市整備が進められている。

・東アジアを始めとする国際交流やLCCやチャーター便誘致など国際交通機能について
は、各県ともに広く取組が⾏われ、令和元年までは良い傾向にあったが、令和２年度に
おいては、コロナ禍により中断されている。

将来像２：産業集積や地域資源を活かし持続的に成⻑する中国圏
・基本戦略２における３つのプロジェクトについて、策定年（H28）から現在（R2)まで、
全てのモニタリング指標は良い傾向を⽰している。しかし、プロジェクト2-3「多様な
連携によるインバウンド・広域観光の推進」については、コロナ禍までは各種取組も実
施されてはいるものの、コロナ禍により休⽌、中⽌されたものもあることから、「概ね
進展しているとみられる」。

・中国圏では、基礎素材型産業や加⼯組⽴産業等のものづくり産業の集積があり、国際
競争⼒の強化に向けた技術開発や⼈材育成等の取組も官⺠連携で実施されている。

・またこれらの産業のサプライチェーンを⽀える港湾・航路の整備、臨海部と内陸部を
結ぶ臨港道路や幹線道路の整備も進められている。

・観光地の魅⼒づくりやプロモーション、観光周遊ルートの形成等について、官⺠連携
して取組が⾏われ、国内外から観光客は増加傾向にあるが、令和２年以降、中国圏への
訪⽇外国⼈や圏域内外からの観光客の減少は著しく、観光産業を中⼼に関連する産業に
⼤きな打撃を与えている。

将来像３：豊かな暮らしで⼈を惹きつける中⼭間地域や島しょ部を創造する中国圏
・基本戦略３における４つのプロジェクトについて、４つのモニタリング指標のうち、
半数にあたる２つの指標で増加傾向にあり、「概ね進展しているとみられる」。

・「１事業体当たり農業・漁業⽣産関連事業年間販売⾦額」については、計画策定時の
数値を下回っているが、天候や災害による農作物収穫量や漁獲量の減少等によるもので、
各種の取組が実施されており、農業経営体における６次産業化、輸出、農地集積・集約
化は増加傾向にある。

・「三⼤都市圏からの転⼊率」については、空き家対策等への取組が各県ともに⾏われ
令和２年度には増加に転じている。

・中⼭間地における⼈⼝減少や産業の空洞化が進んでいるため、官⺠連携した中⼭間地
域の地域振興に向けた様々な取組が各県ともに⾏われている。

・中⼭間地域での⽣活サービス機能を確保するため、道の駅やみなとオアシスを活⽤し
た⼩さな拠点の形成、周辺集落との公共交通ネットワーク確保策等の取組も各県ともに
⾏われているが、公共交通利⽤者は減少傾向が続いている。

将来像４：新たなステージにも対応する安全・安⼼な中国圏
・基本戦略４における３つのプロジェクトについて、策定年（H28）から現在（R2)まで、
全てのモニタリング指標は、良い傾向を⽰しており、「進展しているとみられる」。

・中国圏においては、台⾵や⼤⾬等による⼈的被害も多々発⽣している上、異常気象に
より⾵⽔害の激甚化、頻発化も顕在化してきている。

・⼤雪による⼈的被害や⽴ち往⽣等による通⾏⽌や断⽔、停電等の被害も毎年発⽣して
いる。

・中国圏においても、⾼度経済成⻑期に集中して整備されたインフラストックの⽼朽化
が進⾏し、今後15年間で、建設後50年以上が経過する施設の割合が加速度的に増⼤する
ことが予測されている。

将来像５：将来像において横断的に持つべき視点(環境と産業・⽣活の調和,⼈材育成)
・基本戦略５では、３つのプロジェクトについて、策定年（H28）から現在（R2)まで、
全てのモニタリング指標は、良い傾向を⽰しており、「進展しているとみられる」。

・中国圏では豊かな⾃然環境や産業集積を有することもあり、森林資源を活かしたバイ
オマス発電や各種の発電技術への取組など、カーボンニュートラルに向けた取組が鋭意
実施されている。

・中国圏での豊かな⾃然環境を保全・再⽣に向け、官⺠連携した⾃然浄化機能の回復や
環境保全への取組、さらにはそれらへの関⼼を⾼めるための環境学習なども取り組まれ
ている。

・中国圏の有する⾃然景観や歴史的まちなみの保全に向けて各県ともに取組を進めてい
る。

・基本戦略６では、２つのプロジェクトについて、策定年（H28）から現在（R2）まで、
全てのモニタリング指標は、良い傾向を⽰しており、「進展しているとみられる」。

・中国圏の就業者が減少する中で、ものづくりや地域づくりを⽀える⼈材の確保・育成、
社会資本維持管理に向けた担い⼿確保への取組が各県ともに⾏われている。

・若年層の地元就職⽀援、⼥性や障害者の社会進出とその環境整備に向けた取組につい
ても各県とも広く実施されている。

３. プロジェクト、基本戦略及び将来像の達成状況について
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中国圏の将来像

国内外の多様な交流と連
携により発展する中国圏

豊かな暮らしで⼈を惹き
つける中⼭間地域や島し
ょ部を創造する中国圏

新たなステージにも対応
する安全・安⼼な中国圏

将来像において横断的に
持つべき視点
(環境と産業・⽣活の調
和、⼈材育成)

概ね進展

産業集積や地域資源を活
かし持続的に成⻑する
中国圏

概ね進展

重層的なネットワーク形成と都
市拠点の整備による対流促進型
圏域づくり

1-1 基幹交通の整備によるネットワーク強化

1-2 都市間の多様な連携の推進

1-3 拠点都市整備とコンパクトシティの推進及び中⼩都市の振興

1-4 東アジアを始めとする国際交流の推進

進展

ものづくり産業の競争⼒強化、
観光振興等経済の活性化

進展

進展
概ね進展

2-1 ものづくり産業のイノベーション等による競争⼒強化

2-2 基幹産業の競争⼒強化に直結する国際物流機能の強化

2-3 多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進

進展

進展

概ね進展

概ね進展 中⼭間地域・島しょ部における
⼈⼝減対策等地域振興の推進

3-1 地域資源を活かした産業の育成等による新たな雇⽤創出

3-2 農林⽔産業の成⻑産業化と美しく活⼒ある農⼭漁村の創出

3-3 空き家活⽤等多様な転⼊⽀援策

3-4 「⼩さな拠点」の形成等による持続可能な⽣活サービスの確保

進展

概ね進展

概ね進展

進展

進展 ⼟砂災害・⽔害対策やインフラ
⻑寿命化等による強靭な圏域整
備と安⼼・安全の推進

4-1 他圏域のバックアップも含めた災害対策の推進

4-2 インフラ⽼朽化対策の推進

4-3 安全で安⼼な住宅・社会資本の整備

進展

進展

進展

進展 環境と産業・⽣活が調和した地
域づくり

5-1 低炭素・循環型の地域づくり

5-2 瀬⼾内海等の豊かな⾃然環境の保全・再⽣

5-3 美しい景観の保全整備

進展

進展

進展

進展 将来の発展を担う⼈材育成
6-1 中国圏の⼈材育成

6-2 若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現

進展

進展

1

２

３

４

５

６

基本戦略及び将来像のまとめ
・全19プロジェクトのうち、「東アジアを始めとする国際交流の推進」、「多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進」、「農林⽔産業の成⻑産業化と美しく活⼒ある農⼭漁村の創出」、「空き家活⽤等
多様な転⼊⽀援策」の４プロジェクトについては、施策の取組は推進されているものの、モニタリング指標に⼀部減少が確認されたため「概ね進展しているとみられる」と評価し、それ以外の15プロジェクト
については、全て「進展しているとみられる」と評価したことから、中国圏の基本戦略・将来像全体としては、新型コロナウイルス感染症の拡⼤等の社会情勢の変化の影響を受けながらも「概ね進展している
とみられる」と評価した。

３. プロジェクト、基本戦略及び将来像の達成状況について
基本戦略 プロジェクト
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４.基本戦略及び将来像の達成に向けた計画後半期間における課題及び課題解
決に向けた取組の⽅向性

将来像１：国内外の多様な交流と連携により発展する中国圏

●計画後半期間における課題

●課題解決に向けた取組の⽅向性

将来像２：産業集積や地域資源を活かし持続的に成⻑する中国圏

●計画後半期間における課題

●課題解決に向けた取組の⽅向性

基本戦略１：重層的なネットワーク形成と都市拠点の整備 基本戦略２：ものづくり産業の競争⼒強化、観光振興等経済の活性化

・圏域内の産業・⽂化・観光等の対流を促進する⾼規格幹線道路等の整備は、順次進んでい
るが、⼭陰⾃動⾞道を始め、多くの⾼規格道路において、未供⽤区間（ミッシングリンク）や暫定
２⾞線が存在し、安全性、⾛⾏性等において課題がある。

・都市間の多様な連携については、中枢・中核都市を中⼼として、⾼次都市機能の集積・強化を図
る連携中枢都市圏数の増加や連携圏域のビジョン作成などの進展がみられるが、都市規模に応じた
個性的で多様な都市形成や都市間連携を促進するためには、圏域内外の道路ネットワーク整備や
公共交通ネットワークの機能強化の推進が必要である。

・圏域の推進⼒となる中枢・中核都市の⾼次都市機能強化や中⼩都市の都市機能強化については、
多くの都市で都市機能強化に向けた取組やネットワーク型コンパクトシティ形成に向けた⽴地適正
化計画策定等が進められている。引き続き、圏域の⾃⽴的発展を牽引する拠点都市整備や、コン
パクトシティの形成、中⼩都市の機能強化の取組を推進していく必要がある。

・東アジアを始めとする国際交流の推進については、アジア国際線就航便数が増加しつつあったが、
コロナ禍により国内外との⼈流・物流が⼤幅に抑制されており、今後の機能回復に向けた取組が不
可⽋である。

・ミッシングリンクの解消に向けて、⼭陰⾃動⾞道の早期の全線供⽤や⾼規格道路の整備促進、暫定
２⾞線区間の４⾞線化を促進するとともに、既存道路の活⽤等地域の実情に応じて賢く使う取組
などを推進する。

・三⼤都市圏への⼈⼝流出を防⽌するダムの役割としての都市間連携の推進に向けて、連携中枢都
市圏形成等の取組や、拠点間道路ネットワーク整備、公共交通ネットワークの機能強化等をより
⼀層推進する。

・中枢・中核都市において⾼次都市機能の集積・強化等により拠点都市整備を進める。また、ネッ
トワーク型コンパクトシティの形成に向けて、⽴地適正化計画の策定を進めるとともに、その実現
に向けた取組を、ＤＸを活⽤したスマートシティへの取組や、地域公共交通計画に基づく公共交通
ネットワークの機能強化等とあわせて⼀層推進する。

・コロナ禍において、減少した⼈々の外出機会を回復するため、ウォーカブルなまちづくりを推進し、
都市の魅⼒向上を図るとともに、疲弊した地域の公共交通を維持するため、地域公共交通計画に基
づく公共交通ネットワークの機能強化等を推進する。

・コロナ禍に対応してオンライン活⽤による国際交流に取り組むとともに、リアルの国際交流の再
開に向けて、これまで進めてきた官⺠⼀体の国際⽂化・経済交流や世界平和等の国際貢献、空港・
港湾機能強化等の国際交通機能の充実等を⼀層推進する。

・圏域内のものづくり産業等の競争⼒強化については、⾃動⾞関連産業におけるＥＶシフト対応等
のグローバル産業における取組や、医療・環境・エネルギー関連産業におけるクラスター形成等
のローカル産業における取組み等が進められ、圏域内の製造品出荷額は増加しつつある。

・コロナ禍によりサプライチェーンの⼨断や⺠間需要の減少等による産業活動の停滞を余儀なくされ
ているが、引き続き、圏域内の各種ものづくり産業の集積を活かした産業拠点の構築、イノベー
ションの促進、企業誘致を促進する交通基盤の整備等による産業競争⼒の強化の取組が必要であ
る。

・圏域内の基幹産業の競争⼒強化に直結する国際物流機能の強化については、国際バルク戦略港湾整
備や国際物流ターミナルの整備等が進められ、令和元年までは圏域内のコンテナ個数が増加してい
る。臨海部ものづくり産業の国際競争⼒強化に向けて、港湾機能の充実と港湾と⾼規格道路等の
アクセス強化に向けたこれまでの取組を⼀層強めることが必要である。

・圏域内への訪⽇外国⼈や圏域内外からの観光客数は、コロナ禍により⼤きく減少し、観光産業を中
⼼に関連する産業に⼤きな打撃を与えている。

・ものづくり産業のストックを活⽤し、中国地域の主要産業である基礎素材型産業や加⼯組⽴産業
等のほか、航空機、医療機器、半導体など今後の地域の成⻑の担い⼿となることが期待される分
野に対する重点的な⽀援を⾏うとともに、地域ものづくり産業の⽣産向上・経営⾰新を進めるため、
⾏政等が保有しているデータのオープンデータ化を促進し、ＤＸによる組織・ビジネスモデル等の
変⾰を実現するための⽀援に取り組んでいく。

・ものづくり産業の国際競争⼒の強化に向けて、世界⽔準の国際物流機能の確⽴を⽬指して、港湾
機能の充実と港湾と⾼規格道路等のアクセス強化、陸海空による円滑な貨物輸送を実現するシーム
レスで競争⼒あるサービスの提供等の取組に⼀層取組んでいく。

・コロナ禍の影響等により、ワーケーションやアクティビティ、⾃然、⽂化体験など新たな旅⾏ス
タイルや、マイクロツーリズムが注⽬されていることに対応するため、ポストコロナも⾒据えて、
地域の魅⼒や観光資源の再発⾒・磨き上げ等を推進する。

・また、インバウンド・広域観光の再活性化に向けて、的確な感染防⽌対策による受⼊れ環境の整
備を進めるとともに、観光地域づくり法⼈（ＤＭＯ）等と連携を図りながら、広域的な観光ルー
トの形成や、地域資源の⼀体的なブランドを構築する広域連携を促進する。さらに、⾼速交通ネッ
トワーク等の整備やデジタル技術の活⽤（ＤＸ）等により、旅⾏環境の快適性向上や、中国圏に
おける観光コンテンツ、プロモーション等の⾼度化、魅⼒向上などを図っていく。
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４.基本戦略及び将来像の達成に向けた計画後半期間における課題及び課題解
決に向けた取組の⽅向性

基本戦略３：中⼭間地域・島しょ部における⼈⼝減対策等地域振興の推進 基本戦略４：⼟砂災害・⽔害対策やインフラ⻑寿命化等による強靭な圏域整備と安全・安⼼の推進

将来像３：豊かな暮らしで⼈を惹きつける中⼭間地域や島しょ部を創造する中国圏

●計画後半期間における課題

●課題解決に向けた取組の⽅向性

将来像４：新たなステージにも対応する安全・安⼼な中国圏

●計画後半期間における課題

●課題解決に向けた取組の⽅向性

・圏域内の中⼭間地域や島しょ部における地域資源を活かした産業育成については、地域資源のブ
ランド化に向けた地域団体商標数が増加してきており、地域資源を活⽤した交流促進のグリーン
ツーリズム活動も活発化してきている。これらの活動に基づく雇⽤創出と雇⽤拡⼤に向けた取組
の推進が必要である。

・圏域内の農林⽔産業の成⻑産業化等については、６次産業化や農林⽔産物等の販路拡⼤、地産地消
の推進等の多様な取組が進められているが、「１事業体当たり農業・漁業⽣産関連事業年間販売⾦
額」については、天候や災害による農作物収穫量や漁獲量の減少等もあって計画策定時の数値を下
回っている。引き続き、これまでの取組を⼀層強化する必要がある。

・圏域内への多様な転⼊⽀援策については、空き家活⽤のまちづくりや⽥舎暮らし体験、地域就業⽀
援等の多⾯的な取組が進められているものの、三⼤都市圏からの転⼊率は減少傾向にあった。しか
し、コロナ禍を契機としたライフスタイル変化を受けて、令和２年度には転⼊率が増加に転じてお
り、転⼊者の受け⽫として魅⼒ある移住環境、地域づくりへの更なる取組が必要である。

・⼩さな拠点の形成数は着実に増加しているが、中⼭間地域等においては、⼈⼝の減少や少⼦⾼齢
化に⻭⽌めがかからず、コロナ禍において公共交通の利⽤者数が⼤幅に減少し、公共交通の維持が
困難となる地域もみられ、住⺠が移動する⼿段の確保が危惧されており、地域の持続可能な⽣活
サービスを維持するための取組が必要である。

・中⼭間地域や島しょ部における地域資源を活かした産業育成・新たな雇⽤創出に向けて、地域資
源のブランド化や活⽤によりグリーンツーリズム等の多様な交流推進を図るとともに、古⺠家の
再⽣活⽤等による関係⼈⼝創出やＩＣＴ活⽤新産業創出・起業⽀援などの取組を⼀層推進する。

・中⼭間地域等の基幹産業である農林⽔産業の強化に向けて、これまでの取組を⼀層進めるほか、Ｉ
ＣＴ技術を活⽤したスマート農林⽔産業等の推進等にも取り組んでいく。また、地域コミュニティ
の強化により農林⽔産業が有する多⾯的機能の維持・保全・再⽣に引き続き取り組む。

・近年のテレワークや⼆地域居住の拡⼤に対応した受け⽫づくりのため、空き家情報の提供や三⼤都
市圏でのプロモーション活動をさらに進めるほか、産官学連携やサテライトオフィスの開設により、
引き続き都市部からの移住促進に取り組んでいく。また、従来の移住・定住⽀援策を推進するとと
もに、ＤＸの推進とあわせて関係⼈⼝の創出・拡⼤などにも取り組んでいく。

・中⼭間地域での⽣活サービス機能の維持に向けて、⼩さな拠点の形成を推進するとともに、周辺集
落と⼩さな拠点や都市中⼼を連絡する公共交通ネットワークの確保するため、ＭaaS 等新たなモビ
リティサービスの推進、ＡＩ活⽤によるデマンド交通の普及や⾃動運転の実装に向けて取り組んで
いく。

・圏域内においては、異常気象による⼟砂災害、⾵⽔害等の激甚化、頻発化が顕在化してきており、
江の川や⾼梁川等の氾濫をはじめ、⼈的被害も多々発⽣している。また、⼤雪による⽴ち往⽣等
による通⾏⽌めや断⽔、停電等の被害も毎年のように発⽣している。

・圏域内での災害対策については、近年の⾵⽔害の激甚化・頻発化を踏まえて、約９割の⾃治体にお
いて国⼟強靭化地域計画が策定され、これらの計画等に基づいて防災・減災に関するハード、ソフ
トの様々な施策について着実に取り組む必要がある。

・圏域内のインフラ⽼朽化対策については、インフラストックの⽼朽化に関する「管理施設当たりの
点検実施率」が令和元年にほぼ100％に達しており、この点検に基づく維持管理、⻑寿命化に向け
て、今後も、⼀層の効率的・効果的な対策が必要である。

・安全・安⼼な住宅・社会資本整備については、⽣活道路対策等としての道路整備率が増加している
ものの依然として通学路等における交通事故が発⽣している。歩⾏空間確保等の交通安全対策の推
進、及び住宅市街地の再⽣・整備や住宅等の防災性能の向上等を推進する必要がある。

・「総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト」では、新たに「「流域治⽔」への転換」、「防災・減災
が主流となるまちづくり」、「「誰もが逃げ遅れない社会の実現」を⽬指す観点から「住⺠避難」
のあり⽅」、「「⼈命保護を最優先に対応するとともに、被災者の暮らしを⽀える緊急物資輸送の
確保」の観点から「輸送確保」のあり⽅」が⽰されている。

・圏域内でも異常気象により⾵⽔害の激甚化、頻発化が顕在化しており、河川の氾濫、⼈的被害の
発⽣といった災害の状況を踏まえ、「総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト」を踏まえてなお⼀
層災害対策の推進に取り組んでいく。また、⾃治体管理の河川や道路への防災・減災に関する取
組を拡⼤するため、⼯法の事例紹介、勉強会、講習会などを開催し、技術の普及を図る。

・学習指導要領の改訂により新設された地理総合科⽬において、防災・減災について、より深く取
り上げられるようになったことから、学校教育と連携した取組なども進めていく。

・圏域内のインフラ⽼朽化対策として、ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）を低減するため、事後保全
から予防保全の転換を図るとともに、新技術等の積極的な活⽤やＤＸによる効率化、⾼度化を促進
する。

・圏域内の安全・安⼼な住宅・社会資本の整備として、住宅等の防災性能向上や密集市街地の住環境
改善等により安全なまちづくりを推進するとともに、通学路の安全性向上等の交通安全事業に取り
組んでいく。
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４.基本戦略及び将来像の達成に向けた計画後半期間における課題及び課題解
決に向けた取組の⽅向性

参考 平成３０年７⽉豪⾬災害被害状況
● 倉敷市真備町浸水状況 ● 国道31号坂町水尻被災状況

参考 平成２９年１⽉ ⼤雪の状況
● 一般国道53号鳥取県八頭郡智頭町状況

出典)中国地方整備局資料

◆ 総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクトの視点の確認について
・国⼟交通省では、抜本的かつ総合的な防災・減災対策の確⽴を⽬指すため、令和２年７⽉に「総⼒戦
で挑む防災・減災プロジェクト」、令和３年６⽉に、「総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト」第２
弾をとりまとめたところである。

・中国圏広域地⽅計画の中間評価にあたり、「総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト」と「中国圏広域
地⽅計画」を点検した結果、「総⼒戦で挑む防災・減災プロジェクト」は、「中国圏広域地⽅計画」に
概ね反映されていることが確認された。

・しかし、中国圏での地域特性や災害発⽣状況からみると、計画後半期においては、総⼒戦で挑む防
災・減災プロジェクトで新しく⽰された以下の視点を踏まえ、計画を推進することが必要である。

○「流域治⽔」への転換
・河川流域圏におけるハード･ソフト両⾯からの総合的な治⽔対策にあたっては、平成30年豪⾬のよう
な気候変動による災害リスクの増⼤に備えるため、あらゆる関係者（国・都道府県・市町村・⺠間・住
⺠等）により流域全体で⾏う治⽔「流域治⽔」へ転換

○「防災・減災が主流となるまちづくり」
・⼟砂災害対策等の推進、市街地における災害にも強い安全なまちづくりにあたっては、災害リスクを
踏まえた開発抑制や移転促進など⼈々のすまい⽅や⼟地利⽤のあり⽅を⾒直し、「防災・減災が主流と
なるまちづくり」への取組

○「⼀⼈でも多くの⽅が、円滑に避難できるように、という観点からの「住⺠避難」のあり⽅」
・地域防災⼒の強化にあたっては、⼀⼈でも多くの⽅が円滑に逃げられるように、

①住⺠等が災害リスクを「実感」し避難意識を向上させるようリスクコミュニケーションを強化
②住⺠等に対して市町村が適切に避難情報を発令できるよう、市町村への⽀援を強化
③避難⾏動要⽀援者に関する対策を強化

することで、「誰も逃げ遅れない社会の実現」への取組
○「⼈や物資の流れが、災害時にも滞らないように、という観点からの「輸送確保」のあり⽅」
・輸送確保の信頼性をさらに⾼め、⼈命保護を最優先に対応するとともに、被災者の暮らしを⽀える緊
急物資輸送の確保するために、被災者の暮らしを

①輸送への影響を可能な限り未然に回避するため、発災前の対策を強化
②輸送に影響が出た場合においても、利⽤者等への影響を最⼩化する対策を強化
③最⼤限⽀援するため、緊急物資の輸送等を確保する対策を強化

することで、「社会経済活動をストップさせない社会の実現」への取組
流域治水（イメージ） 防災・減災が主流となるまちづくり（イメージ）

住民避難(例：市町村の防災業務支援） 輸送確保(例：電線による交通阻害回避）

年次 被災地域
死者/
⾏⽅不
明者

重傷者
被害

⼟砂災害 河川氾濫 通⾏⽌
（県道以上） その他主な被害

R3.8⽉⼤⾬ 島根県、広島県、
⼭⼝県 3⼈ 127件 22河川 22区間 病院が浸⽔ 鉄道TN漏⽔ 線路に⼟

砂流⼊により不通

R2.7⽉豪⾬ 中国５県全体 2⼈ 2⼈ 82件 63箇所 8区間 線路の護岸崩壊、路盤流出（各１箇
所）

R1.8⽉台⾵10号 岡⼭県、広島県 1⼈ 3⼈ − 6箇所 - 浮桟橋が⾼波より被災

H30.10⽉台⾵24号 ⿃取県、岡⼭県 1⼈ 2⼈ 4件 5箇所 23区間 断⽔1155⼾ ケーブルTV不通207世帯

H30.7⽉豪⾬ 岡⼭県、広島県、
⼭⼝県 192⼈ 73⼈ 1514件 84箇所 268区間 線路被害4箇所学校被害228箇所 病

院被害47箇所

H29.6⽉台⾵３号 島根県、広島県、
⼭⼝県 2⼈ - 33件 2箇所 2区間 死者２名とも流されて川、ダムで発⾒

年次 被災地域
死者/⾏
⽅不明
者

重傷者
被害

通⾏⽌
（県道以上） その他主な被害

R3.1⽉⼤雪 島根県、岡⼭県、
広島県、⼭⼝県 - 2⼈ - 断⽔4140⼾

H30.2⽉⼤雪 島根県 - - - 断⽔230⼾ JR境線で列⾞⽴ち往⽣ 約１時間７名が
閉じ込められる

H29.2⽉⼤雪 ⿃取県、岡⼭県 1⼈ 6⼈ 3区間 停電110⼾

H29.1⽉⼤雪 ⿃取県、島根県、
岡⼭県 2⼈ 6⼈ 4区間

⽴ち往⽣現場から救急要請５件 ⿃取⾃動⾞道約２⽇
間⽴ち往⽣継続
⽶⼦道,国道53号,373号でも約１⽇程度の⽴ち往⽣によ
る不通が継続

出典)防災情報のページ（内閣府）

参考 中国圏での主要な⾵⽔害等（H28以降 死傷者が出たもののみ）

参考 中国圏での主要な⼤雪被害（H28以降 断⽔以上の被害が出たもののみ）

出典)防災情報のページ（内閣府）
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４.基本戦略及び将来像の達成に向けた計画後半期間における課題及び課題解
決に向けた取組の⽅向性

基本戦略５：環境と産業・⽣活が調和した地域づくり 基本戦略６：将来の発展を担う⼈材育成

将来像５：将来像において横断的に持つべき視点

●計画後半期間における課題

●課題解決に向けた取組の⽅向性

●計画後半期間における課題

●課題解決に向けた取組の⽅向性

・低炭素・循環型の地域づくりについて、圏域内では⾃然・産業資源等の活⽤による再⽣可能エネ
ルギー等の導⼊が進み「千⼈当たり再⽣可能エネルギー供給量」が増加しているが、温室効果ガス
算定排出量が他圏域と⽐較して依然⾼い数値で推移している。このため、環境負荷低減による低炭
素社会の構築に向けて様々な取組が進められているが、引き続き、持続可能で魅⼒ある地域づく
りを推進する必要がある。

・圏域内の豊かな⾃然環境の保全・再⽣について、⽣物多様性の保全と再⽣、瀬⼾内海や⽇本海、
中国⼭地等の豊かな⾃然環境の保全・再⽣に向けて様々な取組が⾏われ、瀬⼾内海等における⽔質
の改善もみられるが、新たな課題としてプラスチックごみを含む海ごみ対策が顕著になっている。

・圏域内の美しい景観の保全整備については、景観⾏政団体数が増加しており、景観計画の策定や
街なみ環境整備事業等による特⾊ある景観の保全、良好な景観形成が進められている。今後も、
これらの取組の⼀層の推進が必要である。

・低炭素・循環型の地域づくりによるカーボンニュートラルの実現に向け、圏域内の都市のコンパク
ト化や道路等のネットワーク整備による⼈流・物流の省エネ化を推進するとともに、太陽光や⽊質
バイオマス、下⽔汚泥バイオマス等の再⽣可能エネルギーの利活⽤を更に推進する。

・圏域内の豊かな⾃然環境の保全・再⽣を図るため、産官学が連携し、できるだけ多くの地域住⺠、
企業等が環境保全活動に参加できるよう、環境保全に関する情報発信を積極的に⾏う。また、圏域
内における貴重な⾃然環境、歴史、⽂化等の多様な資源を次世代に残せるよう、ＳＤＧｓの取組を
推進する。

・圏域内における瀬⼾内海の多島美、⼭陰のジオパーク、多くの歴史的町並み等の多様で個性ある
景観の保全整備に向けて、引き続き取組を推進する。

・圏域内の⼈材育成については、多くの多様な取組が進められ、例えば地域づくり活動を主導する
「まちづくりＮＰＯ法⼈数」が増加してきているが、中⼭間地域等における活⼒は年々低下してい
る。このため、地元就職の促進や、圏域内でのものづくり分野での技術⾼度化等を⽀える⼈材の確
保、育成について、⾃治体、企業、学術研究機関等と連携して取り組んでいく必要がある。

・圏域内での若者・⼥性活躍社会、⾼齢者参画社会、障がい者参加社会の実現においては、多くの
多様な取組が進められ、⼥性、⾼齢者の就業率は年々増加している。しかしながら、⼥性、⾼齢者
の就業率は、令和２年度でそれぞれ50％、25％であり依然低い数値となっている。今後、⼈⼝減少、
⾼齢化がさらに進展していくなかで、⼥性や⾼齢者の活⽤、障がい者の社会参画に向けた就労⽀
援、雇⽤者側の理解と就業環境の改善等を更に促進することが必要である。

・ものづくりや地域づくりを⽀える⼈材確保に向けて、より多くの⽅にとって参加のきっかけづくり
となる⾃治体や事業所と連携した就職に関するオンラインセミナー等の開催など、デジタルを積極
的に活⽤した取組を推進していく。

・圏域内の若者・⼥性、⾼齢者、障がい者等の就業環境の改善に向けて、託児所や保育所の充実、在
宅勤務環境向上の⽀援、また、それらの事業者への啓発活動、情報発信などの取組を⼀層推進して
いく。
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５.外部評価について

40

中国圏広域地⽅計画の中間評価にあたり、令和３年11⽉18⽇(⽊)に、中
国ブロックにおける社会資本整備重点計画有識者会議を活⽤し意⾒交換会
を実施、中国圏での社会情勢の変化や各種取組に精通されている有識者よ
り御意⾒を伺った。

■指標による評価⽅法について
・モニタリング指標による評価基準は明確でよいが、⼈⼝減少等の社会構造が変化すれば、中国圏に
とっては単純に右肩あがりだから良い評価ということにならないことにも配慮しておく必要がある。

■災害に対するレジリエントな視点
・中国圏では災害というキーワードははずせない。迅速な災害復旧につながる「⾃然災害後の通⾏
⽌め継続時間」「代替経路の所要時間」などレジリエントな視点で評価できる指標があるとよい。

・レジリエントな視点で⾔えば、BCP策定は重要であり、BCP策定数をもっと増やしていく必要があ
る。BCP策定には、対象とする⾃然災害を明らかにして、ライフラインの復旧期間をはっきりさせ
ておく必要があるため、建設業だけではなく他の業態でも、国から提供されるデータによって
BCP策定を⽀援できるようになれば良い。

■先進的な取組の評価⽅法について
・先進的な取組に対する今後の評価では、国としてどのように⽀援して広げていったのかをフォロー
したほうが良い。バイオマス発電なども地域のリソースで発電していくなど、地域の規模別にや
れることがある。 等

●基本戦略及び将来像の達成状況について

■指標設定について
・指標によっては⽬標値があればそれに向けた整備も進められる。全ての⽬標値での設定は難しいと
思うが、戦略によっては具体的な取組にもつながっていくのではないか。

・DX、コロナなど⼤きく社会が変わってきている。現在の指標が今後５年間も有効な指標になるの
か。今後の５年間を考えると思い切って⾒直す機会ではないか。

■社会情勢の変化に対応した即時的な対応について
・世の中の変化が早すぎるので、計画の推進にあたっては「アジャイル・ガバナンス※」の概念を
取り⼊れたやりながら考え、フットワークを軽くして即時的に対応していくことが必要である。

・コロナなど想定外の災害も含めて、OODA（ウーダ）ループ※により早急に対応していく⽅法など
も準備しておくのが良いのではないか。

■リアルな部分の情報提供について
・各種データによって広域地⽅計画が進んでいることは理解できたが、実感が伴わない。リアルの
部分で住⺠が広域地⽅計画の進捗が実感できるように⽰すことができれば良い。他県の教訓の活⽤
や中国地⽅としての情報共有などがあるとよい。

・ワーケーション、リモートワークについては各地で取組が進められている。他地⽅に対抗するに
は、中国地⽅としての魅⼒をリアルに感じてもらえるような情報を発信することが重要である。同
時に交通・通信ネットワークを整備するなどによって、地⽅への移住希望に応えることができる
と考えられる。

■データオープン化について
・バックデータも含めてオープンデータ化を進めるべきである。また、オープンデータ化は、ものづ
くりの分野以外でも進めていただきたい。

・⼈⼝減少施策は待ったなしで、公共交通の減少には危機感がある。きめ細かにデータをオープンに
しながら地域づくりをしていくことが地⽅移住にもつながっていくのではないかと感じる。

■都市の魅⼒向上について
・コロナ禍において減少した⼈々の外出機会を回復させるためは、公共交通サービスの維持だけはな
く、都市の魅⼒を向上させ、にぎわいを創出するためのウォーカブルなまちづくりを推進すること
が必要である。 等

●基本戦略及び将来像の達成に向けた計画後半期間における課題及び
課題解決に向けた取組の⽅向性について

※アジャイル・ガバナンス：政府、企業、個人・コミュニティといったさまざまなステークホル

ダーが、自らの置かれた社会的状況を継続的に分析し、目指すゴールを設定した上で、それを
実現するためのシステムや法規制、市場、インフラといったさまざまなガバナンスシステムを
デザインし、その結果を対話に基づき継続的に評価し改善していくモデルのこと。（経済産業
省「Society5.0における新たなガバナンスモデル検討会」）

※OODA（ウーダ）ループ：Observe（観察）、Orient（方向づけ）、Decide（意思決定）、Act
（実行）の頭文字を取っており、迅速な意思決定を行うためのフレームワークのこと。

⼤島正美 ⼀般社団法⼈データクレイドル 理事
神⽥佑亮 呉⼯業⾼等専⾨学校環境都市⼯学科 教授
⿊岩正光 ⿃取⼤学⼯学部社会システム⼟⽊系学科 教授
坂本京⼦ 空みずきの会（⼭⼝県気象予報⼠団体） 会⻑
作野広和 島根⼤学教育学部 教授
實⽥泰之 ⼀般社団法⼈⽇本建設機械施⼯協会施⼯技術部会 副部会⻑
三浦房紀 ⼭⼝⼤学⼤学研究推進機構 特命教授
森⼭昌幸 （株）バイタルリード 代表取締役
吉⾒修 ⼀般社団法⼈中国経済連合会 理事
若⽊憲⼦ （株）テレビ新広島報道部 記者

＜意見交換会に参加いただいた有識者＞



６.総括
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●中国圏の基本戦略・将来像の達成状況について

第４章の計画前半期間での基本戦略及び将来像の達成状況については、プロジェクトごとに設定しているモニタリング指標と施策の取組状況によって評価を行った。

全19プロジェクトのうち、「東アジアを始めとする国際交流の推進」、「多様な連携によるインバウンド・広域観光の推進」、「農林水産業の成長産業化と美しく活力ある農山

漁村の創出」、「空き家活用等多様な転入支援策」の４プロジェクトについては、施策の取組は推進されているものの、モニタリング指標に一部減少が確認されたため「概ね進展

しているとみられる」と評価し、それ以外の15プロジェクトについては、全て「進展しているとみられる」と評価したことから、中国圏の将来像・基本戦略全体としては、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大等の社会情勢の変化の影響を受けながらも「概ね進展しているとみられる」と評価した。

●計画後半期間における課題と課題解決に向けた取組の⽅向性について

中国圏における将来像の達成に向けた課題及び課題解決に向けた取組の方向性については、第５章に示したとおりであり、引き続き、基本戦略に基づくプロジェクトを着実に推進

する必要がある。

また、基本戦略に基づくプロジェクトのさらなる加速化のためには、計画後半期間における取組の方向性で取り上げたDX（デジタルトランスフォーメーション）、SDGs、カーボン

ニュートラル及び総力戦で挑む防災・減災プロジェクトなど、国や地方自治体、関係機関、企業等が一体的に取り組むべき新たな視点を踏まえた対応が必要となる。

●新たな計画策定の必要性

令和２年からの新型コロナウイルス感染症の拡大によって、人々の行動、生活スタイルが大きく変化し、産業、物流、医療、観光等の社会経済に対して深刻な影響を与え、この状

況は今後も継続することが想定される。このような状況を踏まえ、多様な選択ができる生活環境の整備、オープンデータ化を伴うDX推進、レジリエントな国土形成に向け、施策を

迅速かつ適切に推進する必要がある。

外部評価においては、人口減少等の社会構造の変化を踏まえた指標の見直しや、豊かさ等が実感できるような指標を追加すること、また、新型コロナウイルス感染症の拡大等で社

会情勢が不透明な中、即時的な取組を推進する必要があることなど、新たな視点について示唆された。

外部評価で指摘された新たな視点の対応については、計画後半期間において反映できるところから取り組んでいくとともに、令和３年７月に国土審議会計画部会において、新たな

国土形成計画（全国計画）策定に向けて検討が開始されているため、今後の国土形成計画策定等の動向をみながら、新たな中国圏広域地方計画の策定のなかで議論することとする。


